
本章では、第１節において、消費者安全
法に基づいて、消費者庁に通知された消費
者事故等に関する情報を取り上げます。

第２節では、消費生活用製品安全法等の
規定に基づき消費者庁に寄せられる事故情
報や危害・危険に関する相談の動向、生命
身体に関する事故情報について取り上げま
す。さらに、2017年度に消費者庁や国民生
活センターが行った消費者に向けた最近の
主な事故事例等の注意喚起のうち、いくつ
かの具体的な事故情報を紹介します。

第３節では、全国の消費生活センター
等1に寄せられた消費生活相談について、
年齢別や性別にみた相談の動向、相談の多
い商品やサービス等を概観します。

第４節では、最近相談が急増した架空請
求のはがきの問題をはじめ、インターネッ

トや情報通信に関連するトラブル、高齢者
が巻き込まれる詐欺的なトラブル等に関す
る消費生活相談の内容を紹介します。

第５節では、最近の消費者被害・トラブ
ルに関する意識と経験についてのアンケー
ト結果や、2017年の社会全体の消費者被害・
トラブル額の推計結果を紹介します。

第６節では、家計の支出の動向、家計の
消費活動にも影響を及ぼす生活関連物資の
価格及び公共料金の動向等を概観するとと
もに、情報通信技術（ICT）の活用が進む
消費生活の状況や消費者の行動についてみ
ていきます。さらに、商品やサービスを選
択するに当たっての消費者の意識・行動、
消費者被害・トラブルについての認識等を
紹介します。

消費者安全法は、2008年６月に閣議決定
した「消費者行政推進基本計画」を踏まえ、
2009年５月に消費者庁関連３法2の一つと

して成立しました。そして同年９月、消費
者庁の設置とともに施行されています。こ
れにより、消費者事故等の発生に関する情
報が消費者庁に一元的に集約され、消費者
被害の発生又は拡大防止のための各種措置
が講じられるようになりました。

消費者事故等に関する情報の集
約及び分析の取りまとめ結果等第1章

消費者庁に通知された消費者事故等に関する情報の集約及び分析の取りまとめ結果第 １ 節

消費者安全法の規定に基づき消費
者事故等に関する情報を集約

第 １ 部 消費者問題の動向と消費者意識・行動

１）国民生活センターと都道府県、政令指定都市及び市区町村の消費生活センターや消費生活相談窓口
２�）消費者庁及び消費者委員会設置法、消費者庁及び消費者委員会設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律、
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同法における消費者事故等とは、消費者
の消費生活の安全を脅かす事業者との関係
において生じた事故等を言い、生命・身体
に影響する事案のみならず、財産被害に関
する事案（以下「財産事案」という。）も
含んでいます（図表Ⅰ-1-1-1、図表Ⅰ-1-1-
2）。また、重大事故等とは、生命・身体事
案のうち、被害が重大なものやそのおそれ
があるものをいいます。

同法に基づき、行政機関の長、都道府県
知事、市町村長及び国民生活センターの長
は、重大事故等が発生した旨の情報を得た
ときは、それを直ちに消費者庁に通知する
こととされています。また、重大事故等以
外の消費者事故等が発生した旨の情報を得
た場合であって、被害が拡大し、又は同種・
類似の消費者事故等が発生するおそれがあ
ると認めるときにも、消費者庁に通知する
こととされています。そして、消費者庁（内
閣総理大臣）は、これらの通知により得た
情報等が消費者安全の確保を図るために有

効に活用されるよう、これらの情報を迅速
かつ適確に集約、分析し、その結果を取り
まとめ、その取りまとめた結果を関係行政
機関や関係地方公共団体、国民生活セン
ターに提供し、消費者委員会に報告し、国
民に対して公表するとともに、国会に報告
することになっています。通知された重大
事故等は、毎週木曜日に事故の概要等が公
表されています。

消費者安全法の規定に基づき2017年度に
消費者庁に通知された消費者事故等は１万
952件で、2016年度の１万186件から7.5％
増加しています（図表Ⅰ-1-1-3）。その内
訳をみると、生命身体事故等が2,680件
（2016年度2,905件、前年度比7.7％減）、そ
のうち重大事故等は1,280件（2016年度1,286
件、前年度比0.5％減）でした。重大事故

20１7年度に通知された「消費者事
故等」は １万952件

 

図表Ⅰ-1-1-1 「消費者事故等」と「重大事故等」・「多数消費者財産被害事態」の関係

多数消費者
財産被害事態

生命身体事故等（法第２条第６項）

消費者事故等

重大事故等

（法第２条第５項第１号）
〈被害が発生した事故〉

（法第２条第５項第２号）
〈事故発生のおそれのある事態〉

（法第２条第５項第３号）

（法第２条第７項第１号） （法第２条第７項第２号）

消費安全性を欠く商品等・役
務の使用等が行われた事態の
うち、左の事故が発生するお
それがあるものとして政令で
定める要件に該当するもの

消費者の利益を不当に害し、又は消費者の自主的かつ合理
的な選択を阻害するおそれがある行為であって政令で定め
るものが事業者により行われた事態

上の事態のうち、同号に定める行為に係る取引であって次
のいずれかに該当するものが事業者により行われることに
より、多数の消費者の財産に被害を生じ、又は生じさせる
おそれのあるもの

・消費者による、商品等・役
務の使用等に伴い生じた事
故

・死亡、負傷又は疾病（１日
以上の治療期間）、一酸化
炭素中毒等

上の事態のうち左の事故を発
生させるおそれがあるものと
して政令で定める要件に該当
するもの（火災等）

上の事故のうち被害が重大な
もの（死亡、負傷又は疾病
（30日以上の治療期間）、一
酸化炭素中毒等）

（法第２条第８項第１号） （法第２条第８項第２号）
左に掲げる取引のほか、消費
者の財産上の利益を侵害する
こととなる不当な取引であっ
て、政令で定めるもの

消費者の財産上の利益を侵害
することとなる不当な取引で
あって、事業者が消費者に対
して示す取引の対象となるも
のの内容又は取引条件が実際
のものと著しく異なるもの

財産に関する事態（法第２条第５項第３号）
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等を除く生命身体事故等は、2013年度から
2016年度までは毎年度1,500件以上でした
が、2017年度は1,400件まで減少しました。
また、財産事案が8,272件（2016年度7,281件、
前年度比13.6％増）でした。財産事案は、

2013年度から2015年度までは9,000件以上
で、2016年度は7,000件近くまで減少した
ものの、2017年度は8,000件以上と前年度
より増加しました。

重大事故等を事故内容別にみると、「火

図表Ⅰ-1-1-2 消費者安全法に定める消費者事故等の概念図

注：事業者とは、商業、工業、金融業、その他の事業（国、地方公共団体、NPOを含む）を行う者をいう。
消費者とは、個人（事業を行う場合における個人を除く）をいう。

生命・身体分野

消費者の消費生活の安全を脅かす事業者との関係において生じた事故等

商品や施設、工作物等、又は役務によって生命・身体に被害が発生した事故（※１）
又はそのおそれのある事態

財産分野
消費者の利益を不当に害し、又は消費者の自主的・合理的な選択を阻害するおそれ
のある行為であって政令で定めるもの（※２）が事業者により行われた事態
※２ 虚偽又は誇大な広告・表示、不実告知、断定的判断の提供など

事業として供給された
商品・製品に伴い生じ
た事故等

事業として又は事業の
ために提供されたサー
ビスの消費者による使
用等に伴い生じた事故
等

事業のために提供又は
利用に供された物品・
施設・工作物の利用に
伴い生じた事故等

「事業者」との関係が
ないもの

（例）自然災害

「消費生活」におい
て生じた事故ではな
いもの

（例）
・労働災害
・公害

（例）
・薬品による薬害事故
・自動車の欠陥による事故
・家電製品による発火
・健康食品による健康被害

（例）
・有料サイトの利用料が未納となっているとして料金の支払を要求するもの
・在宅ワークを希望する消費者に様々な名目で多額の金銭の支払を要求するもの
・社債取引をめぐって、名義を貸したことは違法だとし、解決金の支払を要求するもの
・国内では両替が困難な外国通貨について、必ず値上がりするとして購入させるもの

（例）
・バス、タクシー、鉄
道、航空機等の事故

・医療事故
・レストランでの食中毒
・学校での授業中の事故
・エステによる皮膚障害

（例）
・駅やスーパーでのエレ
ベーター事故
・公園遊具による事故
・道路の陥没事故
・菓子のおまけの玩具の
誤飲事故

消
費
者
事
故
等

※１ 商品等又は役務
が消費安全性を欠くこ
とにより生じたもので
はないことが明らかで
あるものを除く。

図表Ⅰ-1-1-3 消費者安全法の規定に基づき消費者庁に通知された消費者事故等

（備考）  消費者安全法の規定に基づき、行政機関の長、都道府県知事、市町村長及び国民生活センターの長から消費者庁に通知された
消費者事故等の件数。

0

（件）
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（年度）

重大事故等を除く生命身体事故等重大事故等 財産事案

12,627 12,078 12,282
10,95210,186

9,116 9,172 9,385
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災」が82.3％で約８割を占めており、この
傾向は変わっていません（図表Ⅰ-1-1-
4）。事故内容が「火災」の事例としては、
主に自動車や家電製品からの出火が火災に
つながった例がみられます。

消費者庁では、このような重大事故等の
通知を端緒とした注意喚起を実施していま
す。例えば、2017年度は、歩行型除雪機の
下敷きになって死亡する等の事故について
の注意喚起を実施しました3（図表Ⅰ-1-1-
5）。

重大事故等を除く生命身体事故等を事故
内容別にみると、2017年度は「中毒」が
50.8％で最も多くを占め、続いて「発煙・
発火・過熱」が9.3％でした（図表Ⅰ-1-1-
6）。「中毒」の内容としては、そのほとん
どが飲食店でのノロウイルスやカンピロバ
クター等による食中毒です。「発煙・発火・
過熱」は、2013年度から年々減少し続けて
おり、2017年度は130件と2016年度の235件
から半数近く減りました。

３�）消費者庁「除雪機による事故を防止しましょう！―除雪機や除雪道具の使用中に毎年死傷者が出ています！―」
（2017年12月20日公表）

図表Ⅰ-1-1-5 歩行型除雪機による事故
に関する注意喚起

注：写真の製品と通知のあった重大事故等は関係ありません。

（ 1）除雪機の下敷きになる事故の再現

概要

事例 1 除雪機を使用中、その下敷きになり
死亡した。 

事例 2
除雪機を使用中、投雪口に詰まった
雪を取り除こうとして、右手の中指、
薬指及び小指を骨折した。 

事例 3 除雪機で作業中に右手の人差し指及
び中指を切断した。 

事例 4
家族が使用中の除雪機にコートが巻
き込まれ、右半身が除雪機の下敷き
となった。 

（ 2）除雪機による事故事例

（備考）  消費者庁「除雪機による事故を防止しましょう！―除雪
機や除雪道具の使用中に毎年死傷者が出ています！―」
（2017年12月20日公表）

図表Ⅰ-1-1-4 生命身体事故等（重大事故等）の事故内容別の推移

（備考） 1． 消費者安全法の規定に基づき、消費者庁に通知された消費者事故等のうち、生命身体事故等（重大事故等）の件数。
2． 「その他」には、「発煙・発火・過熱」、「点火・燃焼・消火不良」、「破裂」、「ガス爆発」、「ガス漏れ」、「燃料・液漏れ等」、
「化学物質による危険」、「漏電・電波等の障害」、「製品破損」、「部品脱落」、「機能故障」、「操作・使用性の欠落」、「誤飲」、
「中毒」、「異物の混入・侵入」、「腐敗・変質」、「その他」、「無記入」 が含まれる。

火災 転落・転倒・不安定 交通事故 その他

0
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400

1,000

1,400
1,200

800
600

200
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72

25

81

2134 29 30
1,317 1,248 1,304 1,286 1,280
140 144 121 107 102

98 95

1,066 1,007 1,056 1,077 1,053
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財産事案を商品・サービス別にみると、
2017年度は「商品」が36.7％で2013年度か
らの減少傾向が続いています。一方、「サー
ビス」は60.2％となり、2013年度から増え
続け６割を占めるまでになりました（図表
Ⅰ-1-1-7）。「商品」の内訳をみると、パソ
コンや学習教材等の「教養娯楽品」が8.1％
と最も多く、次いで「住居品」が4.8％となっ
ています（図表Ⅰ-1-1-8）。2016年度と比
較すると、「商品一般」と「食料品」が減っ
ており、「商品」の割合の減少に寄与して

います。サービスの内訳をみると、「金融・
保険サービス」が19.4％と最も多く、次い
でインターネットや携帯電話サービス等の
「運輸・通信サービス」が11.2％となって
います。

消費者庁では、通知された情報をもとに
注意喚起を実施しており、財産事案におい
ては2017年度に事業者名公表の注意喚起を
10件実施しました（図表Ⅰ-1-1-9）。注意
喚起の主な事案は、実在する有名な企業の
名をかたって消費者を信用させ、有料コン

図表Ⅰ-1-1-6 生命身体事故等（重大事故等を除く）の事故内容別の推移

（備考） 1． 消費者安全法の規定に基づき、消費者庁に通知された消費者事故等のうち、生命身体事故等（重大事故等を除く）の件数。
2． 「その他」は、「点火・燃焼・消火不良」、「破裂」、「ガス爆発」、「ガス漏れ」、「燃料・液漏れ等」、「化学物質による危険」、
「漏電・電波等の障害」、「製品破損」、「部品脱落」、「機能故障」、「転落・転倒・不安定」、「操作・使用性の欠落」、「交通
事故」、「誤飲」、「異物の混入・侵入」、「腐敗・変質」、「その他」、「無記入」 を含む。

0

（件）
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1,000
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2,000

2,500
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（年度）

2,194

1,658 1,593 1,619
1,400

861

455
591 603

559672 382
275 235 130

661 821 727 781 711

図表Ⅰ-1-1-7 消費者庁に通知された財産事案の件数

（備考）  消費者安全法の規定に基づき、消費者庁に通知された消費者事故等のうち、財産事案の件数。
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テンツ利用料などの名目で金銭の支払を請
求する架空請求事案や、架空請求を受けた
消費者に対し、実際には交渉等を行わない

にもかかわらず、未納料金請求の取消し交
渉を代行するといって勧誘し、高額な依頼
料を請求する事案（図表Ⅰ-1-1-10）等です。

図表Ⅰ-1-1-8 通知された財産事案の内訳（2017年度）

（備考） 1． 消費者安全法の規定に基づき、2017年度に消費者庁に通知された消費者事故等のうち、財産事案
についての内訳。

2． 「その他の役務」とは、他の行政サービス、役務一般、管理・保管、クリーニング。
3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

住居品 4.8%

商品一般 4.3%

食料品 4.7%

土地・建物・設備 3.7%

被服品 3.4%

保健衛生品 2.9%
光熱水品 2.6%

他の商品 0.1%

金融・保険サービス 19.4%

車両・乗り物 2.1%

運輸・通信サービス 11.2%

教養・娯楽サービス 4.9%

他の役務 5.2%

保健・福祉サービス 4.9%

工事・建築・加工 3.2%
修理・補修 2.2%

内職・副業・ねずみ講 4.8%

他の相談 3.1%

教養娯楽品 8.1%レンタル・リース・貸借 1.6%
教育サービス 1.9%

その他の役務 0.9%

商品
36.7%

サービス
60.2%

図表Ⅰ-1-1-9 消費者安全法の規定に基づく注意喚起を実施した財産事案例（2017年度）

手口 具体例

有名な組織等を
かたる手口

架空請求（ 5件）
実在する有名な企業の名をかたって消費者の携帯電話へショート
メッセージサービス（SMS）等で連絡し、有料コンテンツ利用料
の未払料金があるなどとして金銭の支払を請求する。

詐欺被害相談（ 1件）

有料動画サイトの未納料金などの名目で架空請求を受けた消費者に
対し、「架空請求業者と交渉して未納料金の請求を取り消す」など
と言って勧誘し、高額な依頼料を請求していたが、実際には何ら交
渉など行っていない。

個人情報削除（ 1件）
公的機関を連想させる名称をかたって消費者に電話し、「漏れてい
る個人情報の登録を削除してあげます。」などと持ちかけて金銭を
支払わせようとし、名義貸しで家宅捜査が入るなどと威迫する。

簡単に稼げると
見せかける手口

情報商材（ 1件）
写真をインターネット上にアップするだけで簡単にお金が稼げるよ
うに見せかけたウェブサイトを開設し、消費者を勧誘していたが、
実際には誰もが簡単に稼げるような仕組みにはなっていない。

在宅ワークの提供
（ 2件）

在宅ワークを希望する消費者を好条件で勧誘しておき、様々な名目
で多額の金銭の支払を要求する。
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図表Ⅰ-1-1-10 詐欺被害相談をかたる手口の概要図

（備考）  消費者庁「詐欺被害相談をかたる悪質事業者に関する注意喚起」（2017年 5 月22日公表）より一部改変。

請求が来なくなるよう、
当社が交渉して差し上げ
ます！

他のサイトの閲覧履歴も
あるようです。追加で
○円お支払いください！

有料動画サイト事業者Ｘ
（架空請求事業者）

消費者

有料動画の未納料金が発生して
おります。本日連絡なき場合、
法的手続に移行します。
03―○○○○―○○○○

③事業者Ａに電話相談

①架空請求メール

架空請求

事業者Ａ

契約書
⑤有料動画サイト事業者Ｘとの
交渉を受託

⑥他のサイトの閲覧履歴も対応
するとして新たな契約を勧誘

④事業者Ａと契約し、依頼
料を送金

②インターネットで相談サ
イトを検索し、事業者Ａ
を発見！
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　生命・身体に関する事故情報等は事故情
報データバンクに一元的に集約されてお
り、消費者庁ではこれらの情報を活用して
消費者の安全対策に取り組んでいます。
　事故情報データバンクは、生命・身体に
関する事故情報を広く収集し、事故防止に
役立てるためのデータ収集・提供システム

であり、消費者庁と国民生活センターが連
携し、関係機関の協力を得て、2010年４月
から運用しているものです（図表Ⅰ-１-２-１、
図表Ⅰ-１-２-２）。前述した消費者安全法の
規定に基づく生命身体事故等の通知、全国
の消費生活センター等に寄せられた消費生
活相談情報であるPIO-NETデータ（「危害
情報」4及び「危険情報」5）、消費生活用製
品安全法による消費生活用製品の使用に伴
い生じた事故（消費生活用製品の欠陥に
よって生じたものでないことが明らかな事
故以外のもの）のうち重大なもの（以下「重
大製品事故」6という。）の事業者からの報

消費者庁に集約された生命・身体に関する事故情報等第 ２節

（ １）事故情報データバンクに集約された生命・身体に関する事故情報等

生命・身体に関する事故情報等は事
故情報データバンクに一元的に集約

４�）商品やサービス、設備等により、生命や身体に危害を受けたという内容の相談。
５�）商品やサービス、設備等により、生命や身体に危害を受けるまでには至っていないが、そのおそれがあるという

内容の相談。
６�）消費生活用製品事故の中でも、死亡や30日以上の治療を要するなど被害が重大であった事案や火災等の発生が

あった事案を指しており、消費生活用製品安全法第２条第６項に規定されている。

【ID30019】Ⅰ-1-2-1_○0406_生命・身体に関する事故情報の集約.pptx

図表Ⅰ-1-2-1 生命・身体に関する事故情報の集約

※ 生命身体事故等（重大事故等を含む。）及び重大製品事故は2017年度に通知又は報告された件数、PIO-NETデータは2017年度に受け付け2018
年 3 月31日までにPIO-NETに登録された相談件数となっており、 1事案が複数機関から通知される場合があることや事故情報データバンク
登録までに一定期間を要することから、累積件数及び登録件数はそれぞれの件数を合計しても一致しない。

※ 2017年度の事故情報データバンクへのアクセス件数は、199,049件となっている。
※ 消費生活用製品とは、主として一般消費者の生活の用に供される製品のうち、他の法律の規定によって危害の発生及び拡大を防止することが
できると認められる事故として政令で定めるもの（食品・医薬品・乗用車等）を除く製品。

※その他、医療機関ネットワーク参加機関からも消費者庁に事故情報が提供されている。

関係省庁・地方公共団体等

重大事故等の通知
［1,280件］

生命・身体に係る事故情報を登録 生命・身体に係る
相談情報を登録

事故情報データバンク
2018年３月31日時点累積件数：221,537件（※）

（2017年度登録件数：26,115件）

報告された重大
製品事故を登録

重大事故等を除く
生命身体事故等の
通知［1,400件］

PIO-NETデータ
［13,638件］

重大製品事故の
報告［845件］

（消費生活用製品※）

生命・身体に係る事故発生

国民生活センター
消費生活センター等

事業者 消費者庁、
国民生活センターを除く
事故情報データバンク

参画機関
からの通知
［7,507件］
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告等、参画機関7から寄せられた生命・身
体に関する事故情報が登録され、インター
ネット上で簡単に検索・閲覧することがで
きます。

商品やサービス、設備等により生命や身

体に危害を受けた、又はそこまでは至って
いないもののそのおそれがあるケース等、
危害・危険に関する消費生活相談情報は、
消費生活センター等に寄せられる相談の中
では契約トラブル等に関する相談に比べ少

図表Ⅰ-1-2-2 事故情報データバンクに登録されている情報

関係機関 登録情報

消費者庁

消費者安全法に基づいて消費者庁が集約している情報を登録しています。地方公共
団体、各省庁から通知され、重大事故等として公表した事故情報（原因究明中の事
故を含んでいます）及び消費者事故等として通知された事故情報（事実確認（因果
関係の精査等）を経ていない情報を含んでいます）です。

国民生活センター、
消費生活センター

消費生活センターに寄せられた相談情報のうち、危害、危険に関する情報を登録し
ています。全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET）から転載してい
ます。消費者からの任意の申し出情報に基づいており、事実確認（因果関係の精査
等）を経ていない情報を含んでいます。

日本司法支援センター
（法テラス）

法テラスに寄せられた相談情報のうち、危害、危険に関する情報を登録しています。 
消費者からの任意の申し出情報に基づいており、事実確認（因果関係の精査等）を
経ていない情報を含んでいます。

厚生労働省 食品衛生法に基づいて厚生労働省が集約している、保健所が認知・公表した食中毒
の発生情報です。

農林水産省 地方農政局などで入手した食品に由来する消費生活上の事故情報等の情報であり、
消費者からの任意の申し出情報も含んでいます。

消費者庁・経済産業省・
農林水産省

消費生活用製品安全法に基づいて各省庁が事業者から報告を受けた情報を登録して
います。製品起因かどうか原因究明中の事故を含んでいます。

製品評価技術基盤機構
（NITE）

消費生活用製品安全法の重大製品事故には該当しないが、重大製品事故に準ずるも
のとして、事業者や消防等からの通知を受けた情報を登録しています。製品起因か
どうか原因究明中の事故を含んでいます。

国土交通省（都市公園） 都市公園で発生した重大な事故に関する情報として管理者等から報告を受けた情報を登録しています。

国土交通省（自動車の
事故・火災）

自動車製作者や自動車輸入事業者から国土交通省に報告のあった自動車の不具合に
よる事故・火災情報を掲載しています。掲載している事故・火災情報には、自動車
製作者の設計・製作に起因するものだけでなく、整備不良やユーザーの不適切な使
用など他の要因に起因するもの、また、不具合の原因が判明していないものも含ま
れます。掲載内容については、自動車製作者等からの報告をもとに記載しています
が、詳細な調査等ができないものも含まれます。

国土交通省（自動車の
不具合）

自動車不具合情報ホットライン等を通じて国土交通省に寄せられた情報のうち、身
体・生命に関する消費者生活上の事故と消費者庁が判断した情報を掲載しています。

国土交通省国土技術政
策総合研究所

国土交通省が消費者から通知を受けた任意の申し出情報を登録しています。建築物
事故情報ホットラインから転載しています。事実確認（因果関係の精査等）を経て
いない情報を含んでいます。

日本スポーツ振興セン
ター

日本スポーツ振興センターが災害共済給付において給付した学校の管理下の死亡・
障害事例として公表している情報のうち、消費生活上の事故情報を登録しています。

日本中毒情報センター

日本中毒情報センターの「中毒110番」が医療機関への追跡調査により収集した急
性中毒に関する事例のうち、消費生活上の事故により治療が必要となった事例、か
つ、事故発生状況や健康被害等の観点から情報共有する必要があると判断したもの
を登録しています。但し、因果関係の精査等を経ていない情報も含んでいます。
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数ですが、重要です。消費者行政ではそれ
らの情報を収集、分析して同様の事故等が
起きないよう、注意喚起等に活用していま
す。その他、危害・危険に関する情報をきっ
かけに、消費生活センター等で「苦情処理
テスト」8、「商品テスト」9が実施されるこ
ともあり、事故情報データバンクに収集さ
れた情報は有益な情報となっています。
　2017年度の事故情報データバンクには
２万6115件の事故情報が登録され、このう
ち、消費者庁と国民生活センターを除く事
故情報データバンク参画機関からの通知は
7,507件となっています。また、2018年３
月31日時点で登録されている情報は累計で
22万1537件となっています。
　消費者安全法の規定に基づく通知につい
ては前節で既に紹介しているため、それ以
外の集約された生命・身体に関する事故情
報について取り上げます。

　PIO-NETは、全国の消費生活センター
等に寄せられた消費生活相談の情報が登録
されたデータベースです。2017年度にPIO-
NETに収集された消費生活相談のうち、
危害・危険情報は１万3638件でした（図表
Ⅰ-１-２-３）。
　このうち、危害情報は１万582件で2016
年度の１万1674件より減少、また、危険情
報も3,056件で2016年度の3,582件より減少
しました。
　身体にけが、病気等の疾病（危害）を受
けたという相談である危害情報について、
危害内容別にみると、2017年度は、多い順
に「皮膚障害」、「消化器障害」、「擦過傷・
挫傷・打撲傷」、「熱傷」、「刺傷・切傷」と
なっています（図表Ⅰ-１-２-４）。
　「皮膚障害」では、化粧品等によりかゆ

PIO-NETに収集された２0１7年度
の危害・危険情報は １万3638件

７�）2017年度末時点の参画機関は以下のとおり。
　�　消費者庁、国民生活センター、全国の消費生活センター等、日本司法支援センター（法テラス）、厚生労働省、

農林水産省、経済産業省、独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE）、国土交通省、独立行政法人日本スポーツ
振興センター、公益財団法人日本中毒情報センター。

８�）消費者からの消費生活に係る苦情相談について、原因を究明するもの。
９�）複数の商品について、品質・性能等、様々な角度から比較し、評価を行うもの。

【ID30020】Ⅰ-1-2-3_○0411_危害・危険情報の件数.xlsx

図表Ⅰ-1-2-3 危害・危険情報の件数

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 危害情報とは、商品やサービス、設備等により、生命や身体に危害を受けたという内容の相談。
　　　　 3． 危険情報とは、商品やサービス、設備等により、生命や身体に危害を受けるまでには至っていないが、そのおそれがあるとい

う内容の相談。

0

（件）

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2013 2014 2015 2016
（年度）

危害 危険

2017

6,889

5,178
4,506 3,582

3,056

13,659 11,539 10,699 11,674 10,582

20,548

16,717
15,205 15,256

13,638
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みや赤みが出たといったもののほか、健康
食品を食べたら発

ほっ

疹
しん

が出たといったものが
主な相談として挙げられます。
「消化器障害」では、健康食品を食べた

ら体調不良になったというもの、外食した
ら下痢になったというものが主な相談とし
て挙げられます。
「擦過傷・挫傷・打撲傷」では、店舗内

で転倒して傷を負った、エステやマッサー
ジでの施術が強くて傷を負った等の事例が
みられます。
「熱傷」では、レーザー脱毛により熱傷

を負った、スマートフォンやその充電器が

発熱して熱傷を負ったというもの、「刺傷・
切傷」では、美容室や理容室で顔や頭を傷
つけられた、外食の際に提供された食事に
混入していたガラス片等で口の中を切った
等、の相談が寄せられています。

危害を受けたわけではないものの、その
おそれがあるという相談である危険情報に
ついて、危険内容別にみると、2017年度は
多い順に「異物の混入」、「発煙・火花」、「過
熱・こげる」、「機能故障」、「破損・折損」
となっています（図表Ⅰ-１-２-５）。

主な相談内容は、「異物の混入」では、スー
パーマーケット等で購入した食品から金属

図表Ⅰ-1-2-4 危害情報の件数

（備考）  PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。

0

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

（件）
14,000
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（年度）

皮膚障害 消化器障害 擦過傷・挫傷・打撲傷 熱傷 刺傷・切傷 その他

2017
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782 7062,001
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4,015 2,769 2,601 3,060 2,990
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図表Ⅰ-1-2-5 危険情報の件数

（備考）  PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
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片、プラスチック片等の異物が出てきたと
いうものがあります。「発煙・火花」、「過熱・
こげる」では、家電製品や電気コード等か
らのものが多くみられます。「機能故障」
では、自動車のエンジン不良やブレーキが
利かなくなり怖い思いをしたといったも
の、「破損・折損」では、自転車のフレー
ムが折れた等の相談が寄せられています。

消費生活用製品安全法では、重大製品事
故が生じた時、事業者は消費者庁に報告す
ることとされています。消費生活用製品安
全法の規定に基づき、2017年度に報告され
た「重大製品事故」は845件です（図表Ⅰ-
１-２-６）。2016年度までは全体として減少傾
向でしたが、2017年度は2016年度を少し上
回りました。

製品別にみると、「ガス機器・石油機器」
に関する事案が166件、「電気製品」に関す
る事案が565件、「その他」が114件となっ
ています。具体的には、「ガス機器・石油
機器」では石油ストーブやガスこんろ等、

「電気製品」ではパソコンや電気ストーブ
等、「その他」では自転車や車いす等に関
する事案が多く報告されています。

消費者が消費生活上で生命・身体に被害
を生ずる事故に遭った場合、医療機関を受
診したとしても、地方公共団体や消費生活
センター等、事業者に連絡をしない可能性
が考えられます。そこで、事故情報データ
バンク以外にも、医療機関からの事故情報
が消費者庁に集約されるよう、「医療機関
ネットワーク事業」を実施しています（図
表Ⅰ-１-２-７）。医療機関ネットワークは、
消費生活において生命・身体に被害を生ず
る事故に遭い医療機関を受診した患者から
事故の詳細情報等を収集し、同種・類似事
故の再発を防止するため、2010年12月から
消費者庁と国民生活センターの共同事業と
して実施しているもので、2017年度末時点
で参画医療機関数は24機関です10。

2017年度に医療機関ネットワークに収集
された生命・身体に関する事故情報11は

消費生活用製品安全法の規定に基づき２0１7
年度に報告された重大製品事故は845件

（ ２ ）医療機関ネットワーク・医師から収集された情報

図表Ⅰ-1-2-6 報告された重大製品事故の件数

（備考） 1． 消費生活用製品安全法の規定に基づき、消費者庁に報告された重大製品事故の件数。
2． 報告後、要件を満たさないことが判明し公表しなかったものを含む。
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5,576件となっています。事故のきっかけ
と危害の程度をみると、「転倒」（子どもを
乗せた自転車ごとの転倒等）が1,528件と
最も多く、次いで「転落」（脚立、ベランダ、
おむつ台等からの転落）が1,281件、「ぶつ
かる・当たる」（テーブルの角に頭をぶつ
ける等）が669件となっています（図表Ⅰ-
１-２-８）。

また、消費生活上での消費者の生命・身
体に関する事故等について、医師から直接

の情報提供を受け付ける窓口として、国民
生活センターでは、「医師からの事故情報
受付窓口」（愛称：ドクターメール箱）を
設置しています。

10�）2017年度末時点の参画医療機関は以下の24機関。医療法人渓仁会手稲渓仁会病院、独立行政法人国立病院機構仙
台医療センター、公益財団法人星総合病院、日本赤十字社成田赤十字病院、国立大学法人千葉大学医学部附属病院、
国立研究開発法人国立成育医療研究センター、日本赤十字社東京都支部大森赤十字病院、順天堂大学医学部附属練
馬病院、国家公務員共済組合連合会虎の門病院、社会福祉法人恩賜財団済生会支部神奈川県済生会横浜市東部病院、
独立行政法人地域医療機能推進機構相模野病院、国立大学法人富山大学附属病院、長野県厚生農業協同組合連合会
佐久総合病院、社会医療法人財団慈泉会相澤病院、日本赤十字社京都第二赤十字病院、社会医療法人協和会加納総
合病院、地方独立行政法人堺市立病院機構堺市立総合医療センター、地方独立行政法人大阪府立病院機構大阪急性
期・総合医療センター、鳥取県立中央病院、県立広島病院、徳島県立中央病院、国立大学法人九州大学病院、国立
大学法人佐賀大学医学部附属病院、独立行政法人国立病院機構長崎医療センター。

11�）「医療機関ネットワーク」に収集される事故情報は、24の医療機関を受診する原因となった事故のうち、各医療
機関が重大性などの観点から選択して収集するものであり、各医療機関を受診する原因となった全ての事故を対象
としているものではない。また、事故分類・件数等は、今後事故情報を更に蓄積・分析していく過程で変わる場合
がある。

図表Ⅰ-1-2-7 医療機関ネットワーク事業

○消費生活において生命又は身体に被害を生ずる事故に遭い医療機関を利用した被害者から、消費
者からの苦情にはなりにくい消費者の不注意や誤った使い方も含めて事故の情報を幅広く収集。
○省庁横断的な取組が必要な事故や、いわゆるすき間事案に係る事故、被害の拡大が懸念される事
故等をいち早く抽出し、注意喚起の実施など再発防止に活用。

社会に広く情報発信
事故の再発・拡大防止

消費者庁
国民生活センター

消費者
（危険性の認識）

研究機関・専門家等
（事故原因の究明）

事業者
（製品の改良）

患者さんから
事故の情報を収集

全国24病院
（2018年３月現在）
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収集された事故情報等を元に、消費者庁
や国民生活センターでは注意喚起を実施し
ています。子どもの事故防止に関するもの
は第１部第２章特集「子どもの事故防止に
向けて」で記載していますので、ここでは
それ以外の事例を紹介していきます。

ゆたんぽによる事故について、事故情報
データバンクには2009年９月から2017年10
月までに363件、医療機関ネットワークに
は2010年12月から2017年10月までに97件の
情報が寄せられています。主な事故の内容
は、使用中に低温やけどを負った、加熱し

過ぎてやけどを負った、破れてお湯が漏れ
やけどを負ったなどです。事故情報データ
バンクの363件のうち240件がやけどを負っ
ており、全体の約３割（105件）が、治療
期間に１か月以上かかっています。

さほど高温ではなく心地よく感じる温度
でも、長時間皮膚が接触することで、それ
ほど熱いと自覚しないままやけどになるこ
とがあります（低温やけど）。「家庭の医
学」12によると、低温やけどは、「普通のや
けどに比べて痛みが少なく、水ぶくれなど
もできにくく、乾燥していることが多いた
め、一見軽そうに見えますが、長時間熱の
作用が及んだために、深いやけどとなって
いることも珍しくありません」。医療機関
ネットワークには、「就寝時に下腿

たい

にゆた
んぽを使用したところ、翌朝にⅡ度13の低
温やけどで水疱

ほう

びらんが生じた」といった
事例が登録されています。

（ 3）生命・身体に関する事故情報の事例

ゆたんぽによる事故

12�）株式会社保健同人社「家庭の医学（第六版）」p.�45
13�）やけどの深度については、熱による損傷が皮膚のどの深さまで及んでいるかで分類される。「Ⅰ度熱傷」とは表

皮のみの熱傷、「Ⅱ度熱傷」とは表皮よりも深い真皮までの熱傷、「Ⅲ度熱傷」とは皮膚全層、さらに皮下組織まで
損傷が及ぶ熱傷のことをいう。

図表Ⅰ-1-2-8 医療機関ネットワークに収集された事故情報（2017年度）

（備考） 1． 消費者庁資料。
2． 2017年度に収集されたもの。

（単位：件）
軽症 中等症 重症 重篤 死亡 合計

転倒 1,365 159 4 0 0 1,528
転落 1,012 248 18 1 2 1,281
刺す・切る 165 23 0 0 0 188
挟む 137 25 0 0 0 162
ぶつかる・当たる 595 73 0 1 0 669
さわる・接触する 169 29 5 0 1 204
誤飲・誤嚥 464 33 3 3 1 504
溺れる 8 3 0 0 1 12
有害ガスの吸引 7 1 0 0 0 8
その他 872 106 2 0 0 980
不明 34 5 0 0 1 40
合計 4,828 705 32 5 6 5,576
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市販されているゆたんぽには様々なタイ
プがあります。IHヒーターや直火で直接
加熱できるタイプでは、口金を閉めたまま
加熱し、ゆたんぽが破裂した事例、電子レ
ンジで温めるタイプでは、指定の加熱時間
を上回る時間加熱し、やけどを負った事例
などが寄せられています。また、電気蓄熱
式のゆたんぽでは、布団やカバーに入れた
まま充電するなど誤った充電方法により破
裂し、中身が漏れた事故などが発生してい
ます。これらの事故の主な原因は加熱・充
電方法を誤ったことと推定されます（図表
Ⅰ-１-２-９）。また、ゆたんぽに破損や亀裂
があることに気付かず使用して、お湯や
ジェルなどの内容物が漏れ、やけどをする
こともあります。

消費者庁では、2017年12月６日に、ゆた
んぽを長時間身体に接触させないようす
る、製品ごとに指定された加熱方法、加熱
時間を守って加熱する、使用前にゆたんぽ
に亀裂や破損がないかよく点検する、ゆた
んぽがリコール対象製品になっていないか
確認する、といった注意を呼び掛けていま
す14。

事故情報データバンクには、ライターに
関する事故情報が2009年９月から2017年３
月までに722件15寄せられています（図表Ⅰ-
１-２-１0）。事故の発生登録件数を年度別に
みると減少傾向はみられますが、毎年継続
して事故が発生しています。事故の種類別
にみると、「使用後の残り火による事故」
が209件と最も多くなっています。また、「自
動車内での事故」（55件）や保管、放置中
の破裂（52件）や発火（43件）も多くみら
れました。このほか「子どもの火遊びによ
る事故」（６件）も報告されています。

残り火とは、ライターの使用後、着火レ
バーから指を離しても火が消えずについて
いる状態のことです（図表Ⅰ-１-２-１１）。残
り火に気付かず、衣類のポケットやバッグ
の中に入れてしまい、やけどを負ったり、
衣服や家具が焼損したりするなどの事故が
多く発生しています。死亡事故も発生して
おり、非常に危険です。

消費者安全調査委員会においては、使い
捨てライターの残り火について情報提供16

を行っており、「（１）事業者及び消費者が、

ライターに関する事故

14�）消費者庁「ゆたんぽを安全に正しく使用しましょう！―低温やけど、過熱、漏れなどの事故を防止しましょう―」
（2017年12月６日公表）

15�）件数及び分類は、本件のために消費者庁が特別に精査したもの。
16�）消費者安全調査委員会「事故に関する情報提供（ライターの残り火）」（2017年４月24日公表）

図表Ⅰ-1-2-9 ゆたんぽの口金を閉めたまま加熱する誤使用の再現テストの様子

（備考）  国民生活センター「電子レンジやIHヒーター等で加熱する湯たんぽの安全性」（2009年11月 4 日公表）

加熱直後 破裂寸前
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異物がライター本体内部に入りにくく、着
火口が塞がれているスライド式を使用する
ことが残り火対策として有効であることを
知ること、（２）消費者がライターの残り
火があり得ることを知り、残り火がないこ

とを自身で確認することが重要である」と
報告しています。

また、自動車内のダッシュボード上など
に保管・放置していた使い捨てライターが
爆発、破裂したなどの事故が報告されてい
ます。使い捨てライターには可燃性の高圧
ガスが充てんされており、直射日光の当た
る場所や高温になる場所などに放置すると
爆発する危険性があります。

消費者庁と国民生活センターは2017年６
月１日に共同でライターに関する事故につ
いて注意喚起を行っており、①ライターの
使用後は火が完全に消えていることを確認
する、②自動車内など高温、直射日光に当
たる場所にライターを保管・放置しない、
③ライターを子どもの手の届く所に置かな
い、④PSCマークの付いた製品を使用し、
PSCマークのない古い使い捨てライターは
適切に処分する（PSCマークについては、
第１部第２章第４節参照。）、等と呼び掛け
ています17。

図表Ⅰ-1-2-10 ライターに関する事故の種類別件数

（備考） 1． 消費者庁、国民生活センター「ライターは安全に正しく使いましょう！―ライター
の注意表示をよく確認し、事故を防ぎましょう―」（2017年 6 月 1 日公表）

2． 消費者庁「事故情報データバンク」の2009年 9 月から2017年 3 月までの登録分
について、件数及び分類を精査したもの。

3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

残り火
209件
28.9％

（N＝722）

使用中の
大きな火

116件
16.1％

その他
178件
24.7％

自動車内の事故
55件 7.6％破裂（保管中）

 52件 7.2％
発火（保管中） 

43件 6.0％

引火、やけど（使用中）
31件 4.3％

破損（使用中） 
27件 3.7％

破裂（使用中） 
５件 0.7％

子どもの火遊び
６件 0.8％

図表Ⅰ-1-2-11
使い捨てライターに異物
が混入し、発生した残り
火のイメージ

※ 使い捨てライターの使用過程で異物（厚さ約2.3mmの砂利）
が混入したと想定して、残り火を発生させた再現写真です。
実際の事故事例とは異なります。

（備考）  消費者庁、国民生活センター「ライターは安全に正し
く使いましょう！―ライターの注意表示をよく確認
し、事故を防ぎましょう―」（2017年 6 月 1 日公表）
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プエラリア・ミリフィカというマメ科の
クズ（葛）と同属の植物の貯蔵根が原材料
として配合された、バストアップやスタイ
ルアップ等の美容を目的とした健康食品が
販売されています。

PIO-NETには、プエラリア・ミリフィ
カを含む健康食品に関する危害情報が2012
年度以降の５年間あまりで209件18寄せら
れています（図表Ⅰ-１-２-１２）。特に2015年
度以降急増し、2015年度及び2016年度は年
間100件近くの危害情報が寄せられていま
す。このような状況を受けて、国民生活セ
ンターが2017年７月13日に注意喚起を行っ
ています19。

危害情報209件における被害者は、ほぼ
全員が女性で、年齢層別にみると、20歳代
が69件（33.0％）と最も多く、次いで40歳
代が42件（20.1％）、30歳代が41件（19.6％）、
10歳代が37件（17.7％）となっています（図
表Ⅰ-１-２-１３）。また、全員がこれらの健康
食品を通信販売により購入していました。

これらの中には消化器障害や皮膚障害と
いった一般の健康食品でもよくみられる危
害事例のほかに、月経不順や不正出血と
いった、女性特有の生理作用に影響を及ぼ
していると考えられる特徴的な危害事例が
多く見受けられます。ホルモンバランスが
崩れていると診断されている事例や、当該
健康食品の摂取をやめるよう医師から指導
されている事例も複数みられました。

プエラリア・ミリフィカの貯蔵根には、

女性ホルモン様の作用のある物質
を含んだ健康食品による危害

17�）消費者庁「ライターは安全に正しく使いましょう！―ライターの注意表示をよく確認し、事故を防ぎましょう―」
（2017年６月１日公表）

18�）本件のために国民生活センターが特別に精査したもの。
19�）国民生活センター「美容を目的とした「プエラリア・ミリフィカ」を含む健康食品―若い女性に危害が多発！安

易な摂取は控えましょう―」（2017年７月13日公表）

図表Ⅰ-1-2-12 プエラリア・ミリフィカを含む健康食品に関する危害件数の推移

（備考） 1． 国民生活センター「美容を目的とした「プエラリア・ミリフィカ」を含む健康食品－若い女性に危害が多発！安易な
摂取は控えましょう－」（2017年 7 月13日公表）

2． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2012年 4 月から2017年 4 月末日までの登録分）について精査したもの。
3． ※2017年度の前年同時期との比較のため、2016年 4 月末時点登録分を示した。
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女性ホルモン様の作用のある物質として、
デオキシミロエストロールやミロエスト
ロールといった成分等が含まれています。

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養
研究所の「健康食品」の安全性・有効性情
報は、デオキシミロエストロールは強いエ
ストロゲン（女性ホルモンの一種）活性を
持つことに触れた上で、「現時点でプエラ
リアの安全な摂取量についてはまだよく分
かっていません」としています。また、「ヒ
トにおける安全性については、有害事象と
して乳房痛、膣出血、イライラや頭痛、吐
き気、嘔

おう

吐
と

などが認められたという報告が
ある」とし、「妊娠中・授乳中・小児によ
るプエラリア・ミリフィカを含むサプリメ
ントの利用は避け、女性ホルモン関連の医
薬品の服用者や治療を受けている人も、自
己判断で安易にサプリメントを利用するこ
とは避けるべきである」と注意を促してい
ます。

プエラリア・ミリフィカが配合されてい
ると表示された健康食品を調査した結果、

一日最大摂取目安量当たりのデオキシミロ
エストロールやミロエストロールの量が、
身体へ作用を及ぼす可能性があると考えら
れる量が含まれている銘柄があることが分
かりました。

また、商品パッケージ等やウェブサイト
において、健康保持増進効果等と受け取れ
る記載がみられ、医薬品、医療機器等の品
質、有効性及び安全性の確保等に関する法
律（昭和35年法律第145号）、健康増進法又
は景品表示法に抵触するおそれがあるもの
もみられました。

国民生活センターは、摂取によりホルモ
ンバランスが崩れるなど、思わぬ健康被害
が発生するおそれがあるため、安易な摂取
は控えるよう注意喚起を実施しています。
また、プエラリア・ミリフィカを含む健康
食品を摂取して体調に異常を感じた場合、
直ちに摂取を止め、医療機関を受診するよ
う呼び掛けています。

厚生労働省は、薬事・食品衛生審議会新
開発食品評価調査会で審議を行い、調査会

図表Ⅰ-1-2-13 プエラリア・ミリフィカを含む健康食品に関する危害情報

（備考） 1． 国民生活センター「美容を目的とした「プエラリア・ミリフィカ」を含む健康食品―若い女性に危害が多発！安
易な摂取は控えましょう―」（2017年 7 月13日公表）

2． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2012年 4 月から2017年 4 月末日までの登録分）について精査したもの。
3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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の意見を踏まえて、製造管理、消費者に対
する情報提供及び健康被害情報の収集の改
善等に関する事業者への指導等について、
2017年９月22日に都道府県等に通知を行い
ました20。

高齢者は、日常の生活の中で事故に遭い
やすいと言えます（図表Ⅰ-２-２-２も参照。）。
その要因としては、身体機能が年齢と共に
低下すること、その低下を自覚していない
場合があること、心配されたくない等の思
いから１人で作業を行い、危険な行動や製
品の誤使用などをしてしまうことがあるこ
と、住宅設備、製品等が高齢者の行動に合っ
ていないこと等があります。消費者庁では、
事故情報データバンクや医療機関ネット
ワークに寄せられた情報を元に、高齢者の
身の回りの事故について2017年９月13日に
注意喚起を行いました21。

医療機関ネットワークには、65歳以上の
高齢者の事故情報が2010年12月から2017年
８月末までに3,639件寄せられています。
そのうち、日常生活における作業、動作に
おいて製品を利用した際の事故を紹介する
と、「地面が斜めになっていたため脚立が
滑り、１mの高さからコンクリートに転落。
硬膜外血腫、脳挫傷、頭蓋骨骨折にて入院
となった」、「せん定ばさみを掃除中に右示
指の手のひら側を切ってしまった」などの
事例があります。生活上の基本行動には支

障がなくても、高い負荷が掛かった際や急
な変化への対応が難しくなっており、不慣
れな作業を行う場合は注意が必要です。

また、事故情報データバンクには、経年
劣化による影響が疑われる古い製品やリ
コール対象となっている製品を高齢者が使
用していたことによる事故も寄せられてい
ます。使い慣れた製品を長く使用している
高齢者も多く、経年劣化やリコール情報に
気付かずに使用を続けると非常に危険です。

他にも、視力の低下や疾病の影響、勘違
い、思い込み、えん下能力の低下などによ
る高齢者の誤飲・誤食・誤えん等の事故が
起きています。医療機関ネットワークには、
「うがい薬と誤って塩素系漂白剤を口に含
んでしまった」、「糖尿病性網膜症の手術後
で、目があまり見えていなかったため、薬
を誤ってPTP包装シート22ごと誤飲」など
の事例が寄せられています。

高齢者の事故は、高齢者の状態とそれを
取り巻く環境が密接に関わっています。高
齢者本人だけでは意識しづらい、改善でき
ないものが多く含まれます。このため、家
族や親戚、近隣、地域の人など高齢者の身
近にいる人が、高齢者の事故の防止を意識
することが必要です。①心身の変化に合わ
せて、家庭内の環境を再確認し、段差など
高齢者にとって危険となる箇所や負担にな
る箇所を減らす、②高齢者が行っている作
業を普段からよく確認し、いつもと変わっ
たところがあれば、作業を控えるよう呼び
かけることも検討する、③高齢者の使って
いる製品に故障や不具合等がないか、リ

高齢者の身の回りの事故

20�）厚生労働省「プエラリア・ミリフィカを原材料に含む「健康食品」の取扱いについて」（2017年９月22日付け薬
生食基発0922�第１号及び薬生食監発0922�第１号厚生労働省医薬・生活衛生局食品基準審査課長及び食品監視安全
課長並びに消食表第457号消費者庁食品表示企画課長通知）

21�）消費者庁「ご家族など身近な方で高齢者の事故を防止しましょう！―事故防止のために高齢者の身の回りを見直
してみましょう―」（2017年９月13日公表）

22�）PTPとは「Press�Through�Package」の略で、医薬品等をアルミなどの薄いシートとプラスチックで１錠ずつ分
けて包装したもの。
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コール対象製品でないかを確認する、④高
齢者の普段の習慣を確認するとともに、誤
飲しそうなものの取扱いや保管等に注意す
る、等の注意を呼びかけています。また、
国民生活センターでも高齢者の「見守り新
鮮情報」として事故に関する情報を発信し
ており、例えば2017年10月31日には転倒事
故についてのリーフレットを公表しました
（図表Ⅰ-１-２-１４）。

図表Ⅰ-1-2-14 高齢者の転倒事故に関す
るリーフレット
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全国の消費生活センター等に寄せられた
消費生活相談の件数をみると、2017年は
91.1万件となり、前年と比べ約1.9万件増加
しています（図表Ⅰ-1-3-1）。2017年の相
談件数の特徴は、法務省等をかたる架空請
求のはがきに関する相談が多数寄せられ
（本章第４節（１）参照。）、架空請求に関す
る相談件数が、15.9万件と前年の２倍以上
になり、この10年間で最多となっているこ
とです。

長期的な推移をみると、消費生活相談件

数が192.0万件と、ピークとなった2004年
度も、架空請求に関する相談件数が67.6万
件と急増し、全体の35.2％を占めていまし
た。その後、架空請求に関する相談は減少
しましたが、この10年間をみると、消費生
活相談件数は、おおむね年間90万件前後と、
依然として高水準で推移しています。

消費生活相談件数が、依然として高水準
である要因には、インターネットの生活へ
の一層の浸透が挙げられます。特にスマー
トフォンの普及により、SNSを通じたコ
ミュニケーション、インターネット通販で
の商品の購入やサービスの予約が、高齢者
を含めた幅広い年齢層でより身近で日常的
なものとなりました。さらに、インターネッ
トを利用した非対面取引では、消費者個人
が気軽・手軽に「売手」となることが可能

消費生活相談の概況第 ３節

（ １）20１7年の消費生活相談の概況

全国の消費生活相談は前年より増
加

図表Ⅰ-1-3-1 消費生活相談件数の推移

（備考） 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
2． 1984～2006年度は、国民生活センター「消費生活年報2017」による「年度」データを集計。2007～2017年は「年」データを集計。
3． 「架空請求」とは、身に覚えのない代金の請求に関するもの。2000年度から集計。
4． 2007年以降は経由相談のうち「相談窓口」を除いた相談件数を集計。
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となり、取引の売手と買手の双方が消費者
個人である（事業者でない）いわゆる
CtoC取引市場も拡大しています。こうし
た状況を背景に、消費生活相談においても
関連したトラブルの相談が増加しています。

2017年の消費生活相談を、商品・サービ
ス別に相談件数と相談１件当たりの実際に
支払った金額（平均既支払額）の関係でみ
ると、相談件数では、デジタルコンテンツ
やインターネット接続回線に関する相談等
の「通信サービス」が24.7万件と全体の約
３割を占め、突出して多くなっています（図
表Ⅰ-1-3-2）。２番目に相談件数が多いの
は「商品一般」で10.0万件となっており、

これは、2017年には法務省等をかたる架空
請求のはがきに関する相談が多数寄せられ
たためです。しかし、平均既支払額でみる
と、「通信サービス」は2.7万円、「商品一般」
は1.6万円と他の商品・サービスよりも相
対的に低くなっています。

平均既支払額でみると、屋根工事やリ
フォーム工事の解約に関する相談等の「工
事･建築・加工」が108.6万円と最も高額で、
訪問販売で購入した給湯器や太陽光発電パ
ネルに関する相談等の「土地・建物・設備」
が95.9万円と続きます。次いで、フリーロー
ン・サラ金の返済に関する相談等の「金融・
保険サービス」が75.4万円と高額です。「金
融・保険サービス」は、相談件数も３番目
に多く、総既支払額が最も高くなっています。

「通信サービス」に関する相談件
数が突出

図表Ⅰ-1-3-2 消費生活相談の商品・サービス別の件数・平均既支払額（2017年）

（備考） 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
2． 縦軸は商品別分類の相談件数。横軸の商品別分類の幅の長さは平均既支払額を示している。
3． 各商品別分類項目は相談件数の多い順に並んでいる。
4． 平均既支払額は無回答（未入力）を 0と仮定して、消費者庁で算出している。
5． 「運輸・通信サービス」は、「運輸サービス」と「通信サービス」に分けて記載している。
6． 「金融・保険サービス」の内訳は、融資サービス、預貯金・投資商品等、保険で、その件数の内訳を割合で示している。
 平均既支払額の内訳を割合で示したものではない。「金融・保険サービス」の平均既支払額は、融資サービスでは14.7万円、預貯金・
投資商品等では282.1万円、保険では46.3万円。
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2017年に寄せられた相談１件当たりの平
均金額をみると、全体では、請求された又
は契約した金額である「契約購入金額」が
109.3万円、実際に支払った金額である「既
支払額」が42.5万円となっています。平均
契約購入金額、平均既支払額それぞれの推
移をみると、全体、65歳以上、65歳未満の
全てにおいて長期的なすう勢としては減少
傾向にありますが、2015年以降は、65歳以
上の平均契約購入金額は引き続き減少して

いるものの、その他は横ばい又はやや増加
傾向です（図表Ⅰ-1-3-3）。

また、2017年に寄せられた相談全体の契
約購入金額及び既支払額それぞれの総額を
みると、契約購入金額総額は4204億円、既
支払額総額は1429億円といずれも前年を下
回りました（図表Ⅰ-1-3-4）。長期的な推
移をみても減少傾向にあります。65歳以上
の高齢者に関するものは、契約購入金額総
額では1227億円と全体の29.2％を占め、既
支払額総額では615億円と全体の43.1％を
占めています。

65歳以上の高齢者については、相談１件

相談 １件当たりの平均金額は長期
的なすう勢としては減少傾向

図表Ⅰ-1-3-3 平均契約購入金額・平均既支払額の推移

（備考）  PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
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当たりの平均契約購入金額は減少してきて
いますが、相談１件当たりの平均既支払額
は65歳未満の２倍以上であること、相談全
体の既支払額総額の４割以上を高齢者が占
めていることから、高齢者の消費者被害は
依然として深刻であるといえます。

2017年の消費生活相談状況について、属
性別にみると、年齢層別では65歳以上が
29.2％と、高齢者が大きな割合を占めてい
ます（図表Ⅰ-1-3-5）。10歳ごとの区分で
みると、2016年では、40歳代が最も大きな
割合を占めていましたが、2017年は60歳代、
50歳代から法務省等をかたる架空請求のは
がきに関する相談が多く寄せられたこと等
から、60歳代が17.6％と最も大きな割合を
占め、次いで50歳代、40歳代の順となって
います。

性別では、女性が53.0％、男性が42.8％
と女性の割合が高くなっています。性別に
より寄せられる相談件数に大きな差がある
商品・サービスは、女性が男性の３倍以上
の「商品一般」、「クリーニング」、２倍以
上の「保健・福祉サービス」、「保健衛生品」、

「被服品」、「教育サービス」、「食料品」と、

男性が女性の２倍以上の「車両・乗り物」
です。

さらに、性別、年齢層別に区分してみる
と、相談件数は、男女共に60歳代が最も多
くなっています（図表Ⅰ-1-3-6）。

商品・サービス別では、性別を問わず幅
広い年齢層で「通信サービス」が大きな割
合を占めていますが、これは、ウェブサイ
トを利用したデジタルコンテンツや、イン
ターネット接続回線等に関する相談が多い
ことによるものです。また、2017年は、例
年と異なり、50歳代から70歳代までの女性
では「商品一般」の相談件数が多く、60歳
代女性では３割を超えていますが、これは、
主にこの年齢層の女性から、法務省等をか
たる架空請求のはがきに関する相談が寄せ
られたことによるものです。

次に、商品・サービスを更に詳細に区分
してみると、何らかのウェブサイトに関連
する「デジタルコンテンツ」についての相
談件数が最も多く、他の商品・サービスを
大きく引き離しています（図表Ⅰ-1-3-
7）。「デジタルコンテンツ」に関する相談
の内訳をみると、半数以上が架空請求に関
するもので、架空請求に関するもの以外で
は、「アダルト情報サイト」や「他のデジ
タルコンテンツ」、「出会い系サイト」に関
するものが多くなっています。主な相談例

属性別にみた20１7年の相談状況

図表Ⅰ-1-3-5 消費生活相談の属性（2017年）

（備考） 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
2． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

女性
53.0％

男性
42.8％

無回答
（未入力）
11.6％

90歳以上
0.7％
80歳代
6.4％
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1.9％
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8.1％

65歳
以上
29.2％

30歳代
10.7％

40歳代
15.0％50歳代

15.3％

不明・無回答
（未入力）
2.3％

団体等
1.9％

70歳代
12.6％

60歳代
17.6％

年齢層別 性別

65歳
未満
59.2％
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は「アダルト情報サイトを閲覧していたら、
突然登録となり、登録料を請求された」、「パ
ソコンを操作していたら突然警告画面が出
て、『ウイルスを取り込んだ』と表示され
たので対策ソフトを契約したが、不審」、「出
会い系サイトに登録したが、サクラサイト
だと分かった。今後どうしたらよいか」と
いったものです。年齢層別にみても、60歳
代及び80歳以上を除く各年齢層で「デジタ
ルコンテンツ」に関する相談が最も多く、
「インターネット接続回線」に関する相談
も全年齢層で多く寄せられていることか
ら、インターネットに関連した商品・サー
ビスについての相談が大きな割合を占めて
いることが分かります。

２番目に相談件数が多いのは「商品一般」
となっており、60歳代及び80歳以上では「デ
ジタルコンテンツ」を上回っています。60
歳代については、2017年は架空請求のはが
きに関する相談が多く寄せられたことによ
るものです。

このほか、60歳代及び70歳代を除く各年
齢層で「他の健康食品」が上位にあります
が、このうち、20歳未満から50歳代までに
ついては、インターネット通販等で「お試
し」で購入するつもりが定期購入となって
しまう契約のトラブルに関する相談が、前
年を上回る件数寄せられたことによります
（本章第４節（２）参照。）。

図表Ⅰ-1-3-6 消費生活相談の性別・年齢層別の商品・サービス（2017年）

（備考） 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
2． 「その他商品」とは、商品別分類のうち「光熱水品」、「保健衛生品」、「車両・乗り物」、「土地・建物・設備」、「他の商品」の合
計。「その他商品関連サービス」とは、「クリーニング」、「工事・建築・加工」、「修理・補修」、「管理・保管」の合計。「その他
サービス」とは、「役務一般」、「運輸サービス」、「教育サービス」、「教養・娯楽サービス」、「内職・副業・ねずみ講」、「他の行
政サービス」の合計。

3． 「運輸・通信サービス」は、「運輸サービス」と「通信サービス」に分けて記載している。

90,000 80,000 60,00070,000 50,000 40,000 30,000 20,000 10,000 0 0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 100,00090,00080,000
（件） （件）

男性 女性80歳以上
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30歳代

20歳代

10歳代

10歳未満

金融・保険サービス通信サービス 教養娯楽品
レンタル・リース・貸借 被服品

その他商品

他の役務
商品一般

他の相談 その他商品関連サービス

食料品
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その他サービス
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図表Ⅰ-1-3-7 消費生活相談件数の多い商品・サービス（年齢層別・2017年）

（備考） 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
2． 総数には、年齢が無回答（未入力）も含まれる。
3．相談件数が同数のものは、キーワード順になっている。

順位

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代

商品・サービス 件数 商品・サービス 件数 商品・サービス 件数 商品・サービス 件数

総件数 16,924 総件数 73,993 総件数 97,757 総件数 136,898 

1 デジタルコンテンツ 6,567 デジタルコンテンツ 13,128 デジタルコンテンツ 16,968 デジタルコンテンツ 29,239 

2 他の健康食品 719 不動産貸借 5,862 不動産貸借 8,106 不動産貸借 6,952 

3 テレビ放送サービス 607 エステティックサービス 5,284 フリーローン・サラ金 3,932 商品一般 6,651 

4 商品一般 420 フリーローン・サラ金 2,705 商品一般 3,687 インターネット接続回線 5,222 

5 他の化粧品 410 商品一般 2,567 インターネット接続回線 3,310 フリーローン・サラ金 5,191 

6 ビジネス教室 326 インターネット接続回線 2,211 四輪自動車 2,153 他の健康食品 3,327 

7 不動産貸借 315 四輪自動車 1,803 他の健康食品 2,148 工事・建築 2,882 

8 コンサート 227 他の健康食品 1,534 工事・建築 1,973 携帯電話サービス 2,876 

9 携帯電話サービス 202 モバイルデータ通信 1,499 携帯電話サービス 1,936 四輪自動車 2,603 

10 インターネット接続回線 198 携帯電話サービス 1,315 エステティックサービス 1,758 複合サービス会員 2,245 

順位

50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

商品・サービス 件数 商品・サービス 件数 商品・サービス 件数 商品・サービス 件数

総件数 139,194 総件数 160,044 総件数 115,149 総件数 64,812 

1 デジタルコンテンツ 30,822 商品一般 36,461 デジタルコンテンツ 17,472 商品一般 4,987

2 商品一般 20,692 デジタルコンテンツ 32,979 商品一般 14,052 デジタルコンテンツ 3,530

3 インターネット接続回線 5,512 インターネット接続回線 7,209 インターネット接続回線 5,819 工事・建築 3,359

4 不動産貸借 4,601 工事・建築 4,578 工事・建築 4,384 新聞 2,641

5 フリーローン・サラ金 4,434 フリーローン・サラ金 3,927 社会保険 2,334 インターネット接続回線 2,389

6 工事・建築 3,246 不動産貸借 3,397 フリーローン・サラ金 2,186 他の健康食品 2,108

7 他の健康食品 2,600 携帯電話サービス 2,316 修理サービス 2,068 健康食品（全般） 1,662

8 携帯電話サービス 2,491 修理サービス 1,952 不動産貸借 2,041 修理サービス 1,635

9 四輪自動車 2,074 テレビ放送サービス 1,883 相談その他（全般） 2,041 相談その他（全般） 1,284

10 修理サービス 1,685 役務その他サービス 1,640 新聞 1,947 テレビ放送サービス 1,168

順位

総数 65歳以上

商品・サービス 件数 商品・サービス 件数

総件数 910,564 総件数 265,625 

1 デジタルコンテンツ 158,432 商品一般 39,706 

2 商品一般 99,760 デジタルコンテンツ 37,746 

3 不動産貸借 38,126 インターネット接続回線 12,153 

4 インターネット接続回線 36,200 工事・建築 10,152 

5 フリーローン・サラ金 26,039 新聞 5,398 

6 工事・建築 24,716 フリーローン・サラ金 4,936 

7 他の健康食品 16,856 修理サービス 4,813 

8 携帯電話サービス 15,714 他の健康食品 4,778 

9 四輪自動車 13,016 不動産貸借 4,655 

10 相談その他（全般） 12,145 相談その他（全般） 4,158
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15歳から29歳までの若者の相談をみる
と、性別、年齢層を問わず、インターネッ
ト利用に関するものや、「賃貸アパート」、
「光ファイバー」等一人暮らしを始めた際
に契約したり購入したりすることが多い商
品・サービスについての相談が上位に挙
がっています（図表Ⅰ-1-3-8）。また、成
人になると「フリーローン・サラ金」につ
いての相談も多く寄せられています。性別、
年齢層別にみると、20歳代の男性では、「フ

リーローン・サラ金」についての相談が多
くなっており、内容をみると、生活費や遊
興費のための借金のほか、友人や先輩、中
にはSNSで知り合った人から「必ずもうか
る」と勧誘され、消費者金融等で多額の借
入れをして情報商材等を購入したものの、
「もうからないので解約したいが相手と連
絡がとれない」等の相談も寄せられていま
す。また、女性では、年齢層を問わず、エ
ステや健康食品等広い意味での美容に関わ
る相談が多くみられます。

若者の相談はインターネット利用
に関するものが中心

図表Ⅰ-1-3-8 若者の商品・サービス別上位相談件数（2017年）

（備考） 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
2． 品目は商品キーワード（小分類）。

男性
15-19歳 20-24歳 25-29歳

件数 6,643 件数 16,823 件数 16,389
1 アダルト情報サイト 1,022 賃貸アパート 1,082 賃貸アパート 1,665
2 デジタルコンテンツ（全般） 432 デジタルコンテンツ（全般） 974 デジタルコンテンツ（全般） 1,002
3 オンラインゲーム 353 アダルト情報サイト 935 フリーローン・サラ金 953
4 テレビ放送サービス（全般） 306 フリーローン・サラ金 884 アダルト情報サイト 627
5 ビジネス教室 269 商品一般 743 商品一般 569
6 他のデジタルコンテンツ 239 普通・小型自動車 591 光ファイバー 497
7 出会い系サイト 180 出会い系サイト 523 普通・小型自動車 477
8 商品一般 175 他のデジタルコンテンツ 506 他のデジタルコンテンツ 463
9 賃貸アパート 148 光ファイバー 472 携帯電話サービス 367
10 普通・小型自動車 102 他の内職・副業 404 出会い系サイト 322

女性
15-19歳 20-24歳 25-29歳

件数 6,120 件数 20,583 件数 19,830
1 他の健康食品 567 脱毛エステ 2,084 賃貸アパート 1,601
2 アダルト情報サイト 525 デジタルコンテンツ（全般） 1,255 脱毛エステ 1,368
3 デジタルコンテンツ（全般） 474 賃貸アパート 1,125 デジタルコンテンツ（全般） 1,331
4 テレビ放送サービス（全般） 191 出会い系サイト 926 商品一般 651
5 他のデジタルコンテンツ 186 アダルト情報サイト 764 出会い系サイト 620
6 コンサート 184 他のデジタルコンテンツ 666 他のデジタルコンテンツ 589
7 脱毛剤 179 他の健康食品 656 他の健康食品 560
8 商品一般 155 商品一般 592 アダルト情報サイト 532
9 出会い系サイト 153 痩身エステ 454 フリーローン・サラ金 472
10 賃貸アパート 146 モバイルデータ通信 443 モバイルデータ通信 394

黄色 ：デジタルコンテンツ 黄緑色 ：一人暮らしがきっかけとなり得るもの
緑色 ：借金に関するもの 青色 ：自動車に関するもの ピンク色 ：美容に関するもの

第
１
部

第
１
章

第
３
節

消
費
生
活
相
談
の
概
況

31



65歳以上の高齢者に関する消費生活相談
件数について、この10年間の推移をみると、
2013年以降高水準で推移しており、2017年
は26.6万件で前年を上回りました（図表Ⅰ
-1-3-9参照。）。５歳ごとに分けてみると、
前年に比べて65―69歳が1.5万件以上増えて
おり、60歳代から法務省等をかたる架空請
求のはがきに関する相談が多く寄せられた
ことが影響しています。また、この10年間
で、85歳以上の相談件数は倍増しています。

高齢者に関する消費生活相談について、
相談件数上位の商品をみると、2017年は、

「商品一般」以外では、「デジタルコンテ
ンツ（全般）」、「光ファイバー」等インター
ネットに関連した相談で上位が占められて
おり、この傾向は前年と変わりません（図
表Ⅰ-1-3-10）。一方、「アダルト情報サイト」
に関する相談件数は、前年より約４割減少
しました。2011年に相談が多かった「ファ
ンド型投資商品」、「公社債」、「未公開株」
など金融商品への投資に関する相談は、
2017年は上位に挙がっていません。しかし、
「仮想通貨」に関する投資勧誘トラブルの
相談が高齢者から寄せられており、高齢者
の投資に関するトラブルには注意が必要で
す（本章第４節（２）参照。）。

高齢者に関する消費生活相談件数
は依然として高水準

図表Ⅰ-1-3-9 高齢者に関する消費生活相談

（備考） 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
2． 契約当事者が65歳以上の相談。
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認知症等の高齢者23に関する相談をみる
と、高齢者全体とは異なる傾向を示してい
ます。本人から相談が寄せられる割合の推
移をみると、高齢者全体では約８割である
のに対し、認知症等の高齢者では２割に満
たない状況です（図表Ⅰ-1-3-11）。販売購
入形態別にみると、「インターネット通販」
は約1.0％、通信販売全体でも約１割にと
どまる一方で、「訪問販売」が４割近く、「電
話勧誘販売」も２割近くと大きな割合を占
めています（図表Ⅰ-1-3-13参照。）。「訪問
販売」や「電話勧誘販売」に関する相談で
は、本人が十分に判断できない状態にある
ために、事業者に勧められるままに契約し
たり、買物を重ねたりといったケースがみ

られます。相談内容としては、インターネッ
ト利用に関する相談は少なく、健康食品や
自宅の修繕工事に関する相談が多くなって
います。具体的には、「認知症気味の親の
家で健康食品と請求書を見つけた。本人は
身に覚えがないという」、「独居高齢の親が、
訪問販売で勧誘され自宅の修繕工事を契約
したが、業者や契約内容が不審で代金も高
額」といった相談が寄せられています。こ
のほか、いわゆるかにの送りつけ商法24に
関する相談もみられます。

認知症等の高齢者本人はトラブルに遭っ
ているという認識が低いため、問題が顕在
化しにくい傾向があり、特に周囲の見守り
が必要です。

障害者等25に関する相談についても、本
人から相談が寄せられる割合をみると、消
費生活相談全体では約８割であるのに対

認知症等の高齢者や障害者等の見
守りが重要

23�）トラブルの当事者が65歳以上で、精神障害や知的障害、認知症等の加齢に伴う疾病等、何らかの理由によって十
分な判断ができない状態であると消費生活センター等が判断したもの。

24�）突然「かには好きですか」などと電話があり、強引に契約させられたり、断ったのに商品が届いたりする商法。
かにのほかにえびやほたて貝等に関する相談もみられる。

25）トラブルの当事者が心身障害者又は判断能力の不十分な方々であると消費生活センター等が判断したもの。

図表Ⅰ-1-3-10 高齢者の商品・サービス別上位相談件数

（備考） 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
2． 品目は商品キーワード（小分類）。
3．契約当事者が65歳以上の相談。

2011年 件数 2014年 件数 2017年 件数

1 フリーローン・サラ金 10,544 商品一般 22,759 商品一般 39,706 

2 ファンド型投資商品 8,476 アダルト情報サイト 12,156 デジタルコンテンツ（全般） 23,498 

3 商品一般 7,404 ファンド型投資商品 10,017 光ファイバー 9,694 

4 アダルト情報サイト 6,094 フリーローン・サラ金 6,210 アダルト情報サイト 7,180 

5 公社債 6,092 デジタルコンテンツ（全般） 6,203 他のデジタルコンテンツ 5,663 

6 未公開株 5,414 新聞 6,005 新聞 5,398 

7 新聞 4,993 光ファイバー 5,601 フリーローン・サラ金 4,936 

8 宝くじ 4,316 相談その他（全般） 5,189 修理サービス 4,813 

9 修理サービス 4,145 役務その他サービス 5,081 他の健康食品 4,778 

10 相談その他（全般） 3,117 修理サービス 4,368 相談その他（全般） 4,158 

黄色 ：インターネット関連 紫色 ：投資勧誘トラブル 緑色 ：借金に関するもの
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図表Ⅰ-1-3-11 認知症等の高齢者に関する消費生活相談件数

（備考） 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
2． 契約当事者が65歳以上の「判断不十分者契約」に関する相談。
3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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図表Ⅰ-1-3-12 障害者等に関する消費生活相談件数

（備考） 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
2． 「心身障害者関連」又は「判断不十分者契約」に関する相談。
3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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し、障害者等に関する相談では４割に満た
ない状況が続いています（図表Ⅰ-1-3-
12）。相談内容をみると、出会い系サイト
等の「デジタルコンテンツ」に関する相談
や「フリーローン・サラ金」に関する相談
が多くなっています。「出会い系サイトに
登録し、指示通りに課金したが相手と会え
ずだまされたことに気付いた」、「『宝くじ
が高額当選した』というメールを信じて手
数料を振り込んだが、当選金が入金されず、
だまされたことに気付いた」など、相談時

点で既に金銭的被害に遭っているケース、
借金の支払が膨らみ生活が困難になって初
めて家族や民生委員、福祉事業者等が気付
いて相談をするケースも目立ちます。

以上のことからも、認知症等の高齢者や
障害者等の消費者トラブルの未然防止や被
害の拡大防止には、周囲の見守りが必要な
ことが分かります。家族のみならず、近隣
住民や福祉事業者、行政機関等が協力して
見守りを強化していくことが重要です。
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 2011年に改正された障害者基本法（昭和45年法律第84号）では、「消費者としての
障害者の保護」が新たに規定され、2016年には、障害者に対する合理的配慮の提供な
どを国や地方公共団体等に義務付けた、障害を理由とする差別の解消の推進に関する
法律（平成25年法律第65号）が施行されました。
障害者の消費行動・消費者トラブルの実態を把握し、トラブルの未然防止・拡大防
止を図るために、消費者庁と国民生活センターではそれぞれ基礎調査を実施していま
す。

★消費生活センターにおける相談体制に関する調査
国民生活センター「消費生活センターにおける障がい者対応の現況調査」（2018年
１月公表）によると、2016年度に障害者の消費生活相談を受け付けたという消費生活
センターは約７割でした。契約者や相談者の障害としては、「精神障害」、「知的障害」
が多く、相談対応で困ったことや難しいこととして、「聞き取りや意思疎通をしにく
いことがあった」との回答が71.8％と最も多くなっています。障害者の来訪による相
談に必要となる準備や設備については、「プライバシーが守られる相談スペース」は
78.2％、「車椅子での利用が可能な相談スペース」は69.3％の消費生活センターが備
えているとの回答がありました。その一方、障害者への相談対応について必要に応じ
て福祉関係の専門家から助言を受けられる体制や取組があるとの回答は22.3％にとど
まっています。また、定期的に臨床心理士を配置する等の取組を実施している消費生
活センターもありました。

★障害者の消費行動と消費者トラブルの実態把握
消費者庁では、新未来創造オフィスにおいて、徳島県及び岡山県の協力を得て、「障
がい者の消費行動と消費者トラブルに関する調査」を実施し、報告書を公表しました
（2018年３月公表）。
これによると、買物が好きである旨の回答（「すごく好き」及び「好き」の合計）が、
「精神障害者」は67.8％、「知的障害者」は81.6％、「発達障害者」は65.5％となって
います。一方、調査項目が異なるため厳密な比較は困難ですが、消費者意識基本調査
（2016年度）では、59.4％となっており、障害者が買物に関心を持っていることが示
唆されます（図表１）。
次に、消費者トラブルを一つ以上経験した者の割合は、「精神障害者」は37.2％、「知
的障害者」は20.3％、「発達障害者」は27.0％に上ります。同様に調査項目は異なる
ものの、消費者意識基本調査（2016年度）では7.7％となっており、障害者が比較的
多くの消費者トラブルに直面している可能性が示唆されます（図表２）。
また、周囲には把握しきれない消費者トラブルがあることも示唆されました。その
背景としては、トラブルを大したことではないと考えたり、相談するのが面倒だと考
えたりするほか、相談相手からのネガティブな反応（迷惑がかかる、叱責される等）
を考慮したりしていることなどがうかがえました。

障害者の消費者トラブルの未然防止・拡大防
止に向けた基礎調査

C O L U M N 1
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（備考） 1． 消費者庁「障がい者の消費行動と消費者トラブルに関する調査」（2017年度）及び消費者庁「消費者意識基本調査」（2016
年度）により作成。

2． 「精神障害」、「知的障害」、「発達障害」は、「あなたは、買物が好きですか。最も当てはまるもの 1つに○を付けてくだ
さい。」との問に対する回答。

3． 「（参考）消費者意識基本調査」は、「あなた自身の消費行動について、以下の項目がどの程度当てはまると思いますか。
（ア）～（ケ）のそれぞれについて、当てはまるものを 1つずつお選びください。」との問のうち「（ア）買物が好き」
に対する回答。

4． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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下段：どちらでもない

無回答

2.1

0.8

1.8

3.1

4.3

3.5

5.4

12.7

22.2

11.6

23.0

24.5

41.9

43.6

41.4

43.0
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図表１ 「買物が好き」と回答した人の割合

（備考） 1． 消費者庁「障がい者の消費行動と消費者トラブルに関する調査」（2017年度）及び消費者庁「消費者意識基本調査」（2016
年度）により作成。

2． 「精神障害」、「知的障害」、「発達障害」は、「ここ 1年間で経験した、買物する上での困ったことや消費者トラブルにつ
いてお聞きします。あなたが、購入した商品や利用したサービスについて、以下の経験をしたことはありますか。当て
はまるもの全てに○を付けてください。」との問に対し、「経験したことがない」以外の 8項目のうち一つでも「○」と
回答した者の割合。

3． 「（参考）消費者意識基本調査」は、「あなたがこの 1年間に購入した商品、利用したサービスについてお聞きします。
この 1年間に、以下に当てはまる経験をしたことはありますか。（ア）～（ク）のそれぞれについて、当てはまるもの
を 1つずつお選びください。」との問に対し、（ア）～（ク）の 8項目のうち一つでも「ある」と回答した者の割合。
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図表２ 何らかの消費者トラブルを経験したと回答した人の割合
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消費生活相談の販売購入形態別割合の推
移をみると、「店舗販売」が減少する一方、
「インターネット通販」が増加し、2017年
は、「インターネット通販」の割合が「店
舗販売」の割合を上回りました（図表Ⅰ-1-
3-13）。ここでの「インターネット通販」は、
いわゆる通常のインターネット通販より広
い概念を含んでおり、アダルト情報サイト
に代表される、ウェブサイトを利用したサ
イト利用料、オンラインゲーム等のデジタ
ルコンテンツも入るため、データの見方に
は注意が必要です。より相談件数が増加し

ているのは、デジタルコンテンツ以外のい
わゆる通常のインターネット通販です（図
表Ⅰ-1-3-15）。

65歳以上の高齢者についてみると、65歳
未満と比べて「訪問販売」、「電話勧誘販売」
の割合が大きいことが特徴ですが、2013年
と比較すると、「電話勧誘販売」の割合が
大きく減少しています。一方で「インター
ネット通販」の割合が増加し、2017年は「訪
問販売」の割合を上回りました。

また、年齢層別にみると、20歳代では「マ
ルチ取引」、80歳以上では「訪問購入」が、
他の年齢層に比べて、相談に占める割合が
高くなっています（図表Ⅰ-1-3-14）。

販売購入形態別にみた相談状況

図表Ⅰ-1-3-13 販売購入形態別消費生活相談割合の推移

（備考） 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
2． 2013年 2 月21日以降、特定商取引法改正により「訪問購入」が新設されている。
3． 「インターネット通販」の相談については、いわゆる通常のインターネット通販より広い概念を含んでおり、アダルト情報サイトに
代表される、インターネットサイトを利用したサイト利用料、オンラインゲーム等のデジタルコンテンツも、消費生活相談情報で
は「インターネット通販」に入るため、データの見方には注意が必要。

4． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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図表Ⅰ-1-3-14 販売購入形態別消費生活相談割合（年齢層別･2017年）

（備考） 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
2． 「インターネット通販」の相談については、いわゆる通常のインターネット通販より広い概念を含んでおり、アダルト情報
サイトに代表される、インターネットサイトを利用したサイト利用料、オンラインゲーム等のデジタルコンテンツも、消費
生活相談情報では「インターネット通販」に入るため、データの見方には注意が必要。

3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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図表Ⅰ-1-3-15 「インターネット通販」の商品・サービス別構成比（2017年）

（備考） 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
2． 「他の相談」は0.05％未満のためグラフに表示していない。
3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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トラブルになりやすい商法や手口には
様々なタイプのものがありますが、主なも
のとその相談件数の推移をみると、2017年
は、法務省等をかたる架空請求のはがきに
関する相談の急増により、「架空請求」、「身
分詐称」が急増しています（図表Ⅰ-1-3-
16）。

他には、「サイドビジネス商法」も増加し
続けており、これは、インターネット上で
の副業に関する相談の増加によるものです。

また、2017年は、「原野商法」が増加し
ており、これは、過去に原野商法の被害に
遭った高齢者の二次被害が増加したことに
よるものです（本章第４節（４）参照。）。こ

れに関連して、「二次被害」についてみると、
2017年は「二次被害」の件数は減少してい
ますが、これは、2016年の増加の原因であっ
た、「アダルト情報サイトからの請求に関
する探偵業者等への相談で被害に遭った」
というケースが減少したことによります。

一方、「劇場型勧誘」、「利殖商法」、「当
選商法」等は件数の減少が顕著になってい
ます。背景として、手口が消費者に少しず
つ認知されることで被害の未然防止が図ら
れ、相談件数の減少につながったものもあ
ると考えられる一方で、悪質事業者が新た
な手口へ移ったために相談件数が減少した
ものもあると考えられます。しかしながら、
引き続き、一定数以上の相談が寄せられて
いることを踏まえ、消費者への啓発その他
の対策を続ける必要があります。

トラブルになりやすい商法や手口
に関する相談
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図表Ⅰ-1-3-16 トラブルになりやすい商法・手口

（備考）  PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。

2013年 2017年 2013-2017年 相談内容の商法・手口等

架空請求 38,297 159,440 身の覚えのない代金の請求。

身分詐称 10,745 53,830 販売員が公的機関や有名企業の職員や関係者であるかのように
思わせる手口。

無料商法 31,592 17,366 「無料サービス」、「無料招待」、「無料体験」など「無料」であ
ることを強調し誤認させる手口。

サイドビジネス商法 8,408 11,806 「内職・副業（サイドビジネス）になる」、「脱サラできる」等
をセールストークにした手口。

二次被害 13,491 8,837 一度被害に遭った人を再び勧誘して、二次的な被害を与える手口。

販売目的隠匿 11,059 7,734 販売目的を隠した勧誘。

利殖商法 22,209 7,556 「値上がり確実」、「必ずもうかる」など利殖になることを強調し、
投資や出資を勧誘する手口。

次々販売 8,759 5,875 一人の者に次々と契約をさせるような手口。勧誘を断れない消
費者につけ込んで、不必要とも思える商品を購入させるもの。

点検商法 6,238 5,467
「点検に来た」と来訪し、「水質に問題がある」、「ふとんにダ
ニがいる」など事実と異なることを言う手口により誤認した相
談等。

劇場型勧誘 17,934 3,839 契約の相手先以外の第三者が、特定の消費者に対し、何らかの
利益が得られる等の勧誘を行い、契約の成立をあおる手口。

ネガティブ･オプション 8,548 3,012
契約を結んでいないのに商品を勝手に送り付け、商品を受領し
たことで、支払義務があると消費者に勘違いさせて代金を支払
わせようとする手口。商品と一緒に請求書が同封されていたり、
福祉目的をうたい寄付と勘違いさせたとする手口。

当選商法 7,819 2,679 「当選した」、「景品が当たった」等有利性を強調して契約をさ
せる手口。海外宝くじのダイレクトメールによる手口も含む。

原野商法 1,152 2,036 ほとんど無価値で将来の値上がりの見込みがほとんどない土地
を、値上がりするかのように偽って売りつける商法。

過量販売 2,511 1,749
必要以上の量や長期間の契約を迫り、結果として高額な契約を
させる、複数年分に当たる商品を契約させる、又は次々に役務
提供契約を結ばせる販売方法に関するもの。

SF商法 1,981 1,337
閉鎖的な空間に消費者を集客し、商品説明会と名をうって消費
者を興奮状態にしたり、消費者同士の競争意識をあおり、最終
的に商品の購入を募る手口。
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グローバル化が進む中、消費者がイン
ターネット経由で気軽に海外事業者と取引
できるようになったこと等に伴い、海外事
業者とのトラブルが発生するようになりま
した。

消費者庁では、消費生活センター等にお
ける相談受付機能を補完するため、2011年
11月から2015年３月まで「消費者庁越境消
費者センター」を開設し、越境消費者取引
でのトラブルに関する相談対応及び海外の
消費者相談機関との連携体制の構築に関す
る実証調査を行いました。

2015年４月からは、相談体制を整備し、
事業として恒常的に行うことを目的とし
て、国民生活センターに移管し、「国民生
活センター越境消費者センター（CCJ：
Cross-border�Consumer�center�Japan）」
と名称変更して、引き続き活動を行ってい
ます26（CCJの具体的な取組内容及び海外
の消費者相談機関との連携体制の構築につ
いては、第２部第１章第６節（４）参照。）。

CCJが受け付けた相談の件数は、2013年
から2017年までの５年間は毎年4,000件台
で推移しています（図表Ⅰ-1-3-17）。2017
年は4,040件で、取引類型別では「電子商
取引」が3,937件（97.5％）と、インターネッ

（ 2）越境取引に関わる消費生活相談

越境消費者センター（CCJ）の活
動

CCJに寄せられた相談の特徴

26）2015年度は移管準備のため４～５月は相談窓口を閉鎖し、６月から相談受付を開始。

図表Ⅰ-1-3-17 CCJが受け付けた相談件数と年齢層別割合

（備考） 1． 2013～2017年にCCJが受け付けた相談。
2． 2015年は 4～ 5月に窓口を閉鎖していたため、他の年より 2か月間受付期間が短い。
3． 年齢層別割合は、四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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ト取引によるものが引き続き大部分を占め
ています。

年齢層別にみると、最も高い割合を占め
ているのは「40歳代」で、「20歳代」、「30
歳代」と続きます。全国の消費生活センター
等に寄せられた消費生活相談と比べて高齢
者の割合が低く、例えば、「70歳以上」は、
2017年の消費生活相談の約２割を占めます
が、CCJが受け付けた相談では3.9％となっ
ています。

CCJが受け付けた相談を商品・サービス
別にみると、2017年は「役務・サービス」
が24.5％と最も高い割合を占めています

（図表Ⅰ-1-3-18）。動画配信等のオンライ
ンで提供されるサービスのキャンセルなど
に関する相談が多くなっていますが、中に
は、マルチ取引を疑われるものもあり、「日
本の法律は関係ない」と主張し解約に応じ
ない海外事業者とのトラブルもみられま
す27。また、2017年は「衣類」の相談割合
が2016年と比べて約２倍に拡大し、「身の
回り品」がおよそ半減しました。相談内容
をみると、どちらもインターネット通販で
購入した商品の返品やキャンセルについ
て、「キャンセルのやり方を教えてほしい」、
「キャンセルの連絡をしたが返答がない」
などとなっています。

「役務・サービス」、「衣類」に関
する相談割合が増加

27�）国民生活センター「日本の法律は関係ないと主張する海外マルチ事業者とのトラブル―契約先は海外⁉人を紹介
すれば儲かると言われたのに…―」（2017年６月15日公表）

図表Ⅰ-1-3-18 CCJが受け付けた相談の商品・サービス類型別割合

（備考） 1． 2013～2017年にCCJが受け付けた相談。
2． 2015年は 4～ 5月に窓口を閉鎖していたため、他の年より 2か月間受付期間が短い。
3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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CCJが受け付けた相談について事業者所
在国別にみると、2017年は「所在国不明」
が1,552件（38.4％）で、最も多くなってい
ます。「所在国不明」が最も多いのは、
2014年から2017年までの４年連続です（図
表Ⅰ-1-3-19）。事業者所在国が判明してい
る中では、「米国」が709件で最も多く、以

下「中国」（261件）、「英国」（218件）、「キ
プロス」（133件）、「香港」（131件）と続き
ます。上位３か国の占める割合は29.4％に
低下し、事業者所在国は多様化しています。

事業者所在国別にトラブル類型の内訳を
みると、「詐欺疑い28」のトラブルは「所
在国不明」であることが多く、事業者所在
国が判明しているトラブルでは「解約」の
トラブルが占める割合が高くなっています
（図表Ⅰ-1-3-20）。

事業者所在国は多様化が進む

28�）注文及び決済の事実が確認できるにもかかわらず、何も届かないまま事業者とのコミュニケーションが途絶え（又
は事業者が合理的な対応をしない）、なおかつ事業者の実態が正確に把握できない相談。

図表Ⅰ-1-3-19 CCJが受け付けた事業者所在国別相談件数割合の推移

（備考） 1． 2013～2017年にCCJが受け付けた相談。
2． 2015年は 4～ 5月に窓口を閉鎖していたため、他の年より 2か月間受付期間が短い。
3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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CCJが受け付けた相談を決済手段別にみ
ると、2017年は「クレジットカード」が3,096
件（76.6％）と最も多くなっています。ト
ラブル類型別に推移をみると、2013年はト
ラブル類型によって主な決済手段が異なっ

ていましたが、2017年には全ての類型にお
いて「クレジットカード」が主な決済手段
になっています（図表Ⅰ-1-3-21）。主な相
談内容をみると、トラブル類型が「解約」
の相談では、2016年に引き続き、偽警告に
誘導されて購入したウイルス対策ソフトの
解約に関する相談が多くなっています。

決済手段は主に「クレジットカード」

図表Ⅰ-1-3-20 CCJが受け付けた事業者所在国別―トラブル類型別の相談割合（2017年）

（備考） 1． 2017年にCCJが受け付けた相談。
2． 「詐欺疑い」は、注文及び決済の事実が確認できるにもかかわらず、何も届かないまま事業者とのコミュニケーションが途絶
え（又は事業者が合理的な対応をしない）、なおかつ事業者の実態が正確に把握できない相談。
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図表Ⅰ-1-3-21 CCJが受け付けたトラブル類型別―決済手段別の相談件数の推移

（備考） 1． 2013～2017年にCCJが受け付けた相談。
2． 2015年は 4～ 5月に窓口を閉鎖していたため、他の年より 2か月間受付期間が短い。
3． 「詐欺疑い」は、注文及び決済の事実が確認できるにもかかわらず、何も届かないまま事業者とのコミュニケーションが途絶え（又
は事業者が合理的な対応をしない）、なおかつ事業者の実態が正確に把握できない相談。
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本節では、2017年を中心として最近目立つ消費生活相談や、消費者トラブル等を紹介し
ていきます。

2017年は、架空請求に関する相談件数が
15.9万件と、前年から倍増し、2007年以降
で最多となりました（図表Ⅰ-1-3-1参照。）。
消費生活相談件数全体においても、架空請
求に関する相談が17.5％を占めています。

相談の内訳をみると、例年は「デジタル

コンテンツ」に関する相談が大半を占めて
いるのに対し、2017年は、「商品一般」に
関する相談件数が、前年の約12倍に急増し、
架空請求に関する相談の４割を占めていま
す（図表Ⅰ-1-4-1）。これは、後述するよ
うに、法務省等をかたる架空請求のはがき
に関する相談が多数寄せられたためです。
「デジタルコンテンツ」に関する相談件

数は増加しており、実在する有名事業者等
をかたる電子メールやSMS29を用いた架空
請求の相談件数が約２割を占めていま
す30, 31, 32, 33。

最近注目される消費者問題第 ４節

（ １）架空請求に関する相談の急増

架空請求に関する相談件数が急増

29）メールアドレスではなく携帯電話番号を宛先にして送受信するメッセージサービス。
30 ）国民生活センター「心当たりのないメール・SMSには反応しないで！―“迷惑メール”に誘導されてトラブルに⁉―」

（2017年７月６日公表）

図表Ⅰ-1-4-1 架空請求に関する消費生活相談件数

（備考）  PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
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2017年は、架空請求のはがきに関する相
談が5.6万件寄せられました。その具体的
な内容は、「法務省を名乗る差出人から『総
合消費料金に関する訴訟最終告知のお知ら
せ』等と題したはがきが届いた。身に覚え
はないが、不安。財産を差し押さえられて
しまうのか」などというものです。「法務
省管轄支局民事訴訟管理センター」、「法務
省管轄支局国民訴訟通達センター」、「法務
省管轄支局訴訟管理事務局センター」、「法
務省管轄支局民間訴訟告知管理センター」
などと法務省等国の機関をかたって消費者
を信用させ、過去に利用した業者への未払
いがあると思わせ、それに関して「財産を
強制的に差し押さえる」などと不安にさせ
た上で、「訴訟の取り下げについて相談す
る」などと本人からの連絡を誘導するもの
となっています（図表Ⅰ-1-4-2）。相手と
連絡し「最終的にコンビニでプリペイド
カードを購入し、お金を支払ってしまった」
との相談も寄せられています。

このようなはがきによる架空請求に関す
る相談は2017年３月下旬から増加し始めま
した。属性をみると、60歳代女性の相談件
数が全体の半数を占め、50歳代以上の中高
年女性の相談件数が約９割と大半を占めて
います。（図表Ⅰ-1-4-3）。相談の状況から
は、こうしたはがきは、短期間に集中して
特定の地域に送付される傾向があり、何ら
かの名簿等に沿って送付されていると考え
られます。

中高年層から、法務省等をかたる架
空請求のはがきに関する相談が急増

31 ）消費者庁「SMSを用いて有料動画サイトの未払料金などの名目で金銭を支払わせようとする「株式会社DMM.
comをかたる事業者」に関する注意喚起」（2017年２月28日公表）

32 ）消費者庁「SMSを用いて有料動画の未納料金の名目で金銭を支払わせようとする「アマゾンジャパン合同会社等
をかたる架空請求」に関する注意喚起」（2017年11月14日公表）

33 ）消費者庁「SMSを用いて未納料金の名目で金銭を支払わせようとする「ヤフー株式会社をかたる架空請求」に関
する注意喚起」（2017年12月22日公表）

図表Ⅰ-1-4-2 法務省等をかたる架空請
求のはがき（例）

（出典）  法務省ウェブサイト

図表Ⅰ-1-4-3
架空請求のはがきに関す
る消費生活相談（性別・
年齢層別・2017年）

（備考） 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018
年 3 月31日までの登録分）。

2． 「その他」は「団体等」、「不明」、「無回答（未入力）」
3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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消費者に対しては、こうしたはがきが届
いても、決して慌てて相手に連絡したり、
お金を支払ったりせず、不安な場合には消
費生活センター等に相談しましょう、と注
意喚起が実施されています34, 35。

架空請求に関する相談が急増したことは
これまでもありました。2002年度から急増
し、2004年度には67.6万件にも上りました
（図表Ⅰ-1-3-1参照。）。これは、架空請求
を送付している者（事業者）が、普及し始
めた電子メールという安価で容易な手法に
目をつけ、不特定多数へ大量に送付したこ
とによります。ピーク時の2004年度には、
「個体識別番号」と称して携帯電話会社名
や端末の機種名、製品型番、製造番号等を
表示し、個人情報を入手したかのように装
う手口などが目立ちました。

架空請求が社会問題化して以降、再発防
止策が講じられてきていますが、架空請求
を抜本的に防ぐ手段は難しく、消費者が自
衛できるよう注意喚起を実施しています。
大半の消費者は、架空請求と理解した請求
については無視するという対応をしている
と思われますが、消費者の不安をあおる新
たな手口が出てくると、再度相談件数が急
増する傾向がみられます。2017年も、はが
きというここ数年主流ではなかった手段が
用いられ、住所と氏名を知られている、と
いうことが、消費者の不安をあおり、相談
件数の急増につながったと考えられます。

架空請求に関する相談について、相談時
点での支払状況をみると、相談時点の既支
払額が１円以上である相談の割合は、例年
低く、2017年は1.9％となっています（図
表Ⅰ-1-4-4）。相談１件当たりの既支払額
は、2017年は7,982.3円と２年連続で前年よ
り減少し、2010年以降で最低額となりまし
た。架空請求に関する相談のほとんどは、
請求を受けた消費者が実際に相手方に連絡
したり支払ったりする前に対処方法の確認
や相談をしているものであり、消費者が消
費生活センター等に相談することが、金銭
的被害の未然防止につながっていると考え
られます。

また、最近では、架空請求における支払
手段として、仮想通貨購入用の口座が利用
される手口に関する相談が寄せられていま
す36。この手口では、消費者は、架空請求
事業者の指示どおりにコンビニにある端末
を操作し、支払番号を入力しますが、これ
は、架空請求事業者に利用されている仮想
通貨購入用の口座にコンビニから入金する
ための番号です。端末から出る用紙を持っ
てレジで代金を支払うと、当該口座に入金
されます。架空請求事業者は、入金後すぐ
に仮想通貨に交換し、別口座に送金してい
ることが多く、被害を取り戻すのは非常に
困難です。

過去の架空請求との違い

相談時点で既に支払済みの相談は
少ない

34 ）国民生活センター「「民事訴訟管理センター」からの架空請求ハガキは無視してください！」（2017年５月１日公表）
35 ）消費者庁「法務省の名称を不正に使用して、架空の訴訟案件を記載したはがきにより金銭を要求する事案に関す

る注意喚起」（2018年４月27日公表）
36 ）国民生活センター「コンビニ払いを指示する架空請求にご注意！第２弾―新たな手口として仮想通貨購入用の口

座が詐欺業者に利用されています―」（2017年６月29日公表）
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SNSが何らかの形で関連している消費生
活相談は引き続き増加傾向にあります。
2017年も前年を大きく上回る1.4万件の相
談が寄せられ、消費生活相談全体の1.5％
を占めました（図表Ⅰ-1-4-5）。年齢層別
にみると、20歳代が最も多く、20歳代の相
談のうち5.8％はSNSが何らかの形で関連
しています。若者の相談件数全体は減少傾
向にある一方で、SNSが何らかの形で関連
している相談の件数は増加傾向にあり、若

者はSNSの利用頻度が高いことが影響して
いると考えられます。また、2017年の相談
件数を2013年と比較すると、全体件数では
3.0倍に増えたところ、50歳代、60歳代、
70歳以上の各年齢層ではそれぞれ４倍を超
えており、中高年層の相談件数が大きく増
えています。

具体的な相談内容は多岐にわたります
が、例えば、後述するようなSNS上の広告
を見て「お試し」のつもりで商品を購入し
たところ、定期購入になってしまったとい
うトラブルなどがあります。また、20歳代
以下の若い年齢層などでは、SNSで知り
合った友人から誘われたことをきっかけに
マルチ取引等に巻き込まれたといった相談
も寄せられています。

（ ２）インターネットや情報通信に関連するトラブル

SNSをきっかけとした相談は引
き続き増加傾向

図表Ⅰ-1-4-4 架空請求に関する消費生活相談（相談時点の支払状況）

（備考） 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
2． その他は「既支払額 0円」、「無回答（未入力）」
3． 平均既支払額は無回答（未入力）を 0と仮定して消費者庁で算出している。
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商品を「お試し」で購入するつもりが定期
購入となってしまうというトラブルに関する
相談件数は、2016年に急増しましたが、2017
年は前年を更に上回りました（図表Ⅰ-1-4-
6）。また、2016年までは、契約当事者の８
割以上が女性でしたが、2017年は、筋肉増
強サプリメント等男性向け商品が増えたこ
とから男性の割合が23.9％に伸びています。

相談内容をみると、「１回目90％OFF」、
「初回実質０円（送料のみ）」など通常価
格よりも低価格で購入できることを強調し
た広告をSNS等で見た消費者が注文するこ
とが多くなっています。こうした広告では、
「４か月以上の継続が条件」、「定期購入期
間中は解約できない」など低価格で購入す

るための条件や支払総額などの契約内容
が、他の情報より小さい文字で表示されて
いたり、別のページに表示されていたりす
るなど消費者が認識しづらい場合が多く
なっています。また、消費者が「解約したい」、
「問い合わせたい」と思っても、「何度事
業者に電話をかけても通話中でつながらな
い」という相談も多く寄せられています37。

こうしたトラブルの増加に対して、2017
年12月１日から施行された改正後の特定商
取引に関する法律施行規則（昭和51年通商
産業省令第89号）では、定期購入契約に関
する表示義務の追加・明確化がなされ、通
信販売の広告やインターネット通販におけ
る申込み・確認画面上には、定期購入契約
であることや、金額（支払代金の総額等）、
契約期間その他の販売条件を表示すること
が義務化されました（同施行規則第８条第

「お試し」定期購入に関する相談
件数が増加

37 ）国民生活センター「「お試し」のつもりが「定期購入」に⁉第２弾―健康食品等のネット通販では、契約内容や
解約条件をしっかり確認しましょう―」（2017年11月16日公表）

図表Ⅰ-1-4-5 SNSが何らかの形で関連している消費生活相談件数

（備考）  PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
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７号）。インターネット通販における具体
的なケースについては、ガイドライン38に
例示され、例えば、申込みの最終画面上に
おいて、定期購入契約の主な内容の全てが
容易に認識できないほど、その一部が離れ
た場所に表示されている場合は「顧客の意
に反して売買契約の申込みをさせようとす
る行為」として禁止される行為に該当する
おそれがあるとされました。

インターネットを通じて電子的に取引さ
れる、いわゆる仮想通貨をめぐるトラブル
に関する相談件数が増加し続けており、

2017年の相談件数は2016年の約3.5倍とな
りました（図表Ⅰ-1-4-7）。

仮想通貨に関する消費生活相談の内容を
みると、仮想通貨の交換と関連付けた投資
や利殖をうたう詐欺的なトラブルが典型的
です39。具体的には、「知人から『半年で
価値が３倍になり、販売元が全て買い取る』
と言われて売却利益を目的に仮想通貨を購
入したが、言われたとおりに買い取っても
らえず、支払ったお金も戻ってこない」な
どというものです40, 41。また、仮想通貨の
取引について、購入・売却・送金等の確認
ができない、解約・返金したいができない・
手続が進まない、こうした事態について事
業者に問い合わせても対応が悪い、当初の
説明と違う等の相談が寄せられています。

仮想通貨をめぐるトラブルの増加

38 ）消費者庁 「インターネット通販における「意に反して契約の申込みをさせようとする行為」に係るガイドライン」
（2017年11月１日改正）

39 ）金融庁・消費者庁・警察庁「仮想通貨に関するトラブルにご注意ください！」（2017年９月29日公表）
40 ）国民生活センター「投資や利殖をうたう仮想通貨の勧誘トラブルが増加―「必ず値上がりする」などの説明をう

のみにせず、リスクが理解できなければ契約しないでください―」（2016年２月18日公表）
41 ）国民生活センター「知人からの勧誘、セミナーでの勧誘による仮想通貨の購入トラブルにご注意―「必ず儲かる」

という言葉は信じないで！―」（2017年３月30日公表）

図表Ⅰ-1-4-6 「定期購入」に関する消費生活相談件数

（備考）  PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
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口座に不正にアクセスされて仮想通貨が第
三者に送金されたといったセキュリティに
関するトラブルについての相談もみられま
す。

仮想通貨は、円やドルなどの法定通貨と
異なり、国家やその中央銀行によって発行
され、その価値が保証されているものでは
ありません。仮想通貨の価格変動は大きく、
急落することや、無価値になるリスクもあ
ります。さらに、サイバーセキュリティに
関するトラブルも発生しています。仮想通
貨を利用する際は、金融庁・財務局の登録
を受けた事業者であるかを確認し、取引す
る内容やリスク等をよく理解してから行っ
てください。取引中は、自分が行った取引
の履歴や残高について随時確認するなどの
注意を払う必要があります42。

最近の消費者トラブルの特徴として、消
費者が事業者から物やサービスを「買う」
場面ではなく、消費者が事業者に物やサー
ビスを「売る」場面や消費者同士で物やサー
ビスを売買する場面におけるトラブルが増
加しています。

スマートフォンの普及やシェアリング・
エコノミーの浸透などを背景として、売手
と買手の双方が消費者個人である取引（い
わゆるCtoC取引）市場が拡大してきたこ
とに伴い、個人間売買に関する消費生活相
談が、2014年以降急増しています。中でも、
インターネットオークションやフリマアプ

（ ３）消費者が「売手」となる取引に関するトラブル

個人間売買に関するトラブルの急増

42 ）金融庁「平成29年４月から、「仮想通貨」に関する新しい制度が開始されます。」（2017年４月３日公表）

図表Ⅰ-1-4-7 「仮想通貨」に関する消費生活相談件数

（備考）  PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
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リ・フリマサイトなどインターネットを利
用した取引に関する相談が増加しています
（図表Ⅰ-1-4-8）。相談内容をみると、「購
入したブランド商品が偽物だった」、「購入
した品物が届かない」などの買手側からの
相談だけでなく、「購入者が商品を受け取
らない」、「商品を発送し、配送事業者が配
送済みであることを確認しているが、購入
者が『商品が届かない』と主張して代金を
支払わない」、「購入者が商品の破損などが
無いことを確認した後で落札額を払ったに
もかかわらず、後日、壊れていた、と言わ
れ返金を求められた」など、売手側からの
相談も寄せられています。インターネット
オークションやフリマアプリ・フリマサイ
ト等を利用する際は、トラブルになった場
合には当事者間で話し合って解決すること
が原則となることなど、個人間売買の特徴

を理解し、サイト等の利用規約をよく確認
しておく必要があります43。

「不要になった品物（本、衣類、ゲーム機
など）を買い取ります」といったウェブサ
イトを見て、消費者が商品を梱包して事業
者に送付し、送付後に査定される非対面式
の買取りサービス、いわゆる宅配買取りに
関する相談が急増しています44（図表Ⅰ-1-
4-9）。若い年齢層の相談も多く、2017年の
相談件数のうち42.3％が、30歳代以下です。
相談内容をみると、ウェブサイト上の目安
の買取価格と比べ実際の査定額が著しく低
いことをきっかけにトラブルが発生してお
り、「査定結果に納得がいかず品物の返却

宅配買取りに関するトラブル

43 ）国民生活センター「相談急増！フリマサービスでのトラブルにご注意―個人同士の取引であることを十分理解し
ましょう―」（2018年２月22日公表）

44 ）国民生活センター「宅配買い取りサービスのトラブルが増加しています！―段ボールひと箱分でも数十円⁉「手
軽に高額査定」のはずが…―」（2017年11月９日公表）

図表Ⅰ-1-4-8 「個人間売買」に関する消費生活相談件数

（備考）  PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
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を希望したところ、送料の負担を求められ
た」、「『査定額０円なので処分にも返送に
も費用が必要』と言われた」、「査定額の連
絡もないまま、非常に低い金額が勝手に振
り込まれていた」などの相談が寄せられて
います。「送付した商品を紛失された」、「問
合せへの返事が来ない」など事業者の対応
に関する相談もみられます。

宅配買取りは、梱包して送付するだけと
いう手軽さの反面、非対面取引であるため
に、買取価格だけでなく査定結果の連絡方
法や振込手続、キャンセルの可否、キャン
セル時の商品の取扱い等の重要な取引条件
や規約が消費者に伝わらずトラブルに至っ
た相談が多く、商品の紛失、汚れなど送付
や宅配プロセスでのトラブルも発生してい
ます。商品を送付してしまった後の交渉は、
商品が手元にないため、消費者にとって不
利になります。また、宅配買取りのサービ

スを行う事業者は、店舗型のリサイクル事
業者等と同じく、古物商として、盗品等の
売買防止などを目的とした古物営業法（昭
和24年法律第108号）の規制は受けますが、
特定商取引法の適用対象ではなく、クーリ
ング・オフ制度はありません。

宅配買取りの利用を検討する際には、売
りたいものが宅配買取りに向いているも
の45であるかどうか考える必要がありま
す。その上で、事業者のウェブサイトや広
告に一見魅力的な買取価格が表示されてい
ても即断せず、他の事業者のウェブサイト
にも目を通すなど、取引条件や規約の内容
をよく確認する必要があります。

45 ）処分したいが廃棄するのはもったいないもの。不向きなものは、思い入れの強いものや自分が売りたい価格が決
まっているもの。

図表Ⅰ-1-4-9 「宅配買取り」に関する消費生活相談件数

（備考）  PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
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高齢者の相談をみると、不要品を整理・
処分しようとした際の訪問購入に関するも
のや、かつて原野商法の被害に遭い所有し
ている山林を整理・処分しようとした際の
原野商法の二次被害に関するものなどが増
加しており、高齢者の「終活」に付け込ん
だ悪質な商法が目立っています。

自宅で購入業者に物品を買い取ってもら

う「訪問購入」46に関する相談が、2015年
以降年8,000件台で推移しています47（図表
Ⅰ-1-4-10）。65歳以上の高齢者の割合が全
体の約６割を占め、そのうち約８割が女性
です。主なトラブルは、「不要品を買い取る」
という勧誘の電話を受けたりチラシ等を見
たりした消費者が、不要品を売却しようと
購入業者に訪問を依頼したところ、来訪し
た購入業者に貴金属を見せるよう強く求め
られ、最終的に貴金属を売却することに
なってしまった、というものです。売却価
格に納得できず、後から、取り戻したいと
思って連絡すると「キャンセル料がかか
る」、「買取りはクーリング・オフできない」、
「紛失した」、「転売した」などと言われ、
取り戻せない、という相談が多くなってい
ます。中には、「担当者が突然1,000円札１
枚を置いて、品物を全部持って車で立ち

（ ４）高齢者が巻き込まれる詐欺的なトラブル

「終活」に付け込んだ悪質な商法
が目立つ

訪問購入に関するトラブル

46 ）特定商取引法の「訪問購入」には該当しないものも含まれる。
47 ）国民生活センター「不用品を買い取ると言ったのに貴金属を買い取られた‼―終活の一環⁉高齢者を中心に訪問

購入のトラブルが発生しています―」（2017年９月７日公表）

 

図表Ⅰ-1-4-10 「訪問購入」に関する消費生活相談件数

（備考） 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
2． 特定商取引法の「訪問購入」には該当しないものも含まれる。
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去ってしまった」という相談もあります。
「不要品の買取りキャンペーンをしてい

る」などといきなり訪問している例や、購
入業者の名称等を明らかにせず勧誘してい
る例、「衣類を買い取る」と勧誘したり「衣
類の売却」を消費者から依頼されたりして
訪問したにもかかわらず貴金属の売却を求
めるなど当初の依頼と別の物品の売却を求
める例など、特定商取引法で禁止されてい
る行為に関するトラブルもみられます。ま
た、同法では、購入業者は、物品の種類、
購入価格、購入業者の名称、住所等を記載
した書面を交付する必要があります。クー
リング・オフも認められており、消費者は、
クーリング・オフの期間内（８日間）は物品
を引き続き手元に置いておくこともできます
（物品の引渡しの拒絶）。購入業者は、クー
リング・オフに関する記載をした書面の交

付や物品の引渡しの拒絶ができる旨の告知
をしなければなりません（図表Ⅰ-1-4-11）。

原野商法とは、ほとんど無価値で将来の
値上がりの見込みがほとんどない土地を、
値上がりするかのように偽って売りつける
商法です。過去に原野商法の被害に遭い、
土地を所有している人に、「土地を高く買
い取る」などと虚偽の説明で勧誘し、新た
に高額な契約を結ばせる二次被害が増加し
ています48（図表Ⅰ-1-4-12）。2017年の既
支払総額は26.7億円、相談１件当たりの既
支払額も約162万円と高額化しています（図
表Ⅰ-1-4-13）。

相談内容をみると、まず、30～40年前に

原野商法の二次被害に関する相談
が急増

48 ）国民生活センター「より深刻に！「原野商法の二次被害」トラブル―原野や山林などの買い取り話には耳を貸さ
ない！契約しない！」（2018年１月25日公表）

図表Ⅰ-1-4-11 訪問購入のトラブルに注意してください！

消費者庁公表資料（2017年11月15日）
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原野商法の被害に遭った被害者が、不動産
事業者からの電話や訪問で「土地を高く買
い取る」などと勧誘されて契約を結び、「名
義変更費用」、「売却手数料」、「税金対策」
などとして、数十万円から数百万円を支払

います。しかし、実際の契約は原野等の売
却と同時に売却額より高額な新たな原野等
を購入する契約となっており、売却代金な
どは振り込まれず、結果として差額分を支
払うことになります。よって、「土地の売

図表Ⅰ-1-4-12 「原野商法」に関する消費生活相談件数

（備考）  PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
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図表Ⅰ-1-4-13 「原野商法」の「二次被害」に関する既支払総額と相談 1件当たりの既支
払額

（備考） 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2018年 3 月31日までの登録分）。
2． 平均既支払額は無回答（未入力）を 0と仮定して、消費者庁で算出している。
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却代金が支払われない」、「担当者に電話し
てもつながらない」、「契約書をよく見ると、
土地を売る契約ではなく、別の土地を買う
契約になっていた」との相談が寄せられて
います。また、中には、「当社は同じ被害
に遭った人を救済している。当社と契約す
ればお金を取り戻してあげる」などと、先
のトラブルに重ねての「二次被害」となる
勧誘を受けたとの相談も寄せられていま
す。このような売却勧誘型のトラブルのほ
かに、数十年前に購入した原野等の土地の
管理費を突然請求されたとの相談も寄せら
れています。

事業者は、登記簿や過去の原野の購入者
名簿を見て勧誘していると考えられます。
原野の保有者、山林や別荘を持つ高齢者は、
十分に注意する必要があります。また、「子
どもたちに負の財産を残さないためにも原
野等を手放したい」という高齢者の気持ち
に事業者が付け込んで勧誘を行っているこ
とがあると考えられます。トラブルの未然

防止・早期発見のためには、周囲が高齢者
に寄り添った見守り・声掛けを行うことが
期待されます（図表Ⅰ-1-4-14）。

図表Ⅰ-1-4-14 原野商法の二次被害に注意
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宅配買取りや訪問購入、インターネットオークションやフリマアプリなど、消費者
が、自分ではもう使わないけれどまだ使えるものを処分せずに買い取ってもらおうと
してトラブルに巻き込まれています。不要品を捨てずに他者に譲ったり売ったりして
再び使用できるようにすること（以下「リユース」という。）について、消費者の意
識をみてみます。

①若い世代、女性を中心に、不要品のリユースの経験者が多い。
不要品をリユースに回した経験の有無、今後の意向を尋ねたところ、この３年間に
不要品を「リユースに回したことがある」との回答は37.7％、「回したことはないが
機会があれば検討したい」との回答の割合は10.5％、「リユースに回したことはない」
との回答は51.2％となりました。
過去３年間に「リユースに回したことがある」との回答は、30歳代女性で最も高く
67.3％に上りました。30歳代を中心に若い世代で「リユースに回したことがある」と
回答した人の割合が高く、年齢層が上がるにつれ低くなり、性別でみると、男性より
も女性の方が高くなっています（図表１）。

自分は使わないけれどまだ使えるものの
リユース

C O L U M N 2

【図表１】 不要品のリユースの経験の有無・今後の意向

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。
2． 「あなたは、この 3年間で、不要品をリユースに回したことがありますか。」との問に対する回答。
3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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リユースに回したことがある 回したことはないが機会があれば検討したい
リユースに回したことはない 無回答
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② リユースに回したい主な理由は、若い世代は「少しでもお金にしたいから」、年齢層
が上がると「もったいなくて捨てられないから」。
過去３年間に不要品を「リユースに回したことがある」又は「回したことはないが
機会があれば検討したい」と回答した人に、不要品をリユースに回したい理由を尋ね
たところ、40歳代以下では「少しでもお金にしたいから」、50歳代以上では「もった
いなくて捨てられないから」と回答した人が最も多くなりました（図表２）。70歳以
上では「リユースは社会的に良いことだから（ゴミを減らせる等）」との回答も多くなっ
ています。

③リユースに回した方法によって、今後の利用の意向が異なる。
過去３年間に不要品を「リユースに回したことがある」と回答した人に、利用した
方法を尋ねたところ、「買取業者（リサイクルショップ等）に行って売る」との回答
が最も多くなりました（図表３）。併せて、トラブルの有無、今後の利用の意向を尋
ねたところ、いずれの方法についても「また利用したい」との回答が大半となり、リ
ユースは消費者が求めているサービスであるといえます。一方で、リユースに回した
方法によって、消費者の意識が異なることが分かりました。例えば、「出張買取り／
訪問買取り」は、「トラブルはなかったが、もう利用したくない」との回答の割合が
他の手段・サービスよりも高く、「トラブルがあり、もう利用したくない」と合わせ
た割合は、28.7％になります。「宅配買取りサービス」も同様の傾向がみられ、これ
らのサービスに不快感を覚えている消費者が多いといえます。一方で、「インターネッ
ト上のフリーマーケットに出品」した人の8.1％、「インターネットオークションに出

【図表２】 不要品をリユースに回したい理由

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。
2． 「あなたは、この 3年間で、不要品をリユースに回したことがありますか。」との問に対し「リユースに回したことがある｣
又は「リユースに回したことはないが機会があれば検討したい」と回答した人を対象とした「あなたが不要品をリユース
に回した（い）理由は何ですか。」との問に対する回答。

3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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品」した人の10.7％は「トラブルはあったが、また利用したい」と回答しており、一
定数の消費者が、インターネットを用いたリユースは、トラブルに遭っても利用した
いと考えていることが分かります。

④ インターネット上で出品・出店の場を提供する事業者に、個人情報の確実な管理や
正確な商品説明を期待する人が約８割。
インターネットを用いたリユースは、主に、事業者が提供する出品・出店の場で行
われます。これに関連し、過去１年間にインターネットで物を買ったりサービスの予
約・購入をしたことがある人に、こうした事業者に期待することを尋ねたところ、個
人情報の確実な管理や正確な商品説明などへの期待が約８割と高くなっています。ま
た、購入者に落ち度がないにもかかわらず商品が届かない場合の返金についても
68.7％、苦情の受付やあっせんについても47.6％の人が期待していると回答しました
（図表４）。
インターネット上の出品・出店の場については、この１年でも、「妊娠菌が付いた
などとする米や空の領収書など不適切な出品がされている」、「事業者の出品を禁止し
ているサイトにおいて事業者による出品が疑われる大量の出品がされている」といっ
た指摘がありました。個人間取引においては、出品者と購入者の双方が注意を払うこ
とはもちろんですが、出品・出店の場を提供する事業者には、より一層のサービス改
善が期待されているといえます。

【図表３】 リユースした方法別今後の利用の意向

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。
2． 「あなたは、この 3年間で、不要品をリユースに回したことがありますか。」との問に対し「リユースに回したことがある」
と回答した人を対象とした「この 3年間で、以下の方法で不要品をリユースに回した経験はありますか。」、「『経験あり』
と回答した項目については、トラブルの有無と今後の利用意向について、当てはまるものを 1つお選びください。」との問
に対する回答。

3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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【図表４】出品・出店の場を提供する事業者に期待すること

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。
2． インターネット利用者を対象とした「この 1年間に、以下のインターネットでの行動をどの程度行いましたか。」との問で「物
を買ったり、サービス（ホテル、チケット等）を予約・購入したりする」行動を行ったと回答した人を対象とした「インター
ネットを利用した取引について、あなたは、出品者や出店者等に場を提供している事業者にどのようなことを期待します
か。」との問に対する回答（複数回答）。
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消費者が、この１年間に購入した商品や
利用したサービスについて、消費者庁「消
費者意識基本調査」（2017年度）では、｢機
能・品質やサービスの質が期待よりかなり
劣っていた｣、｢表示・広告と実際の商品・
サービスの内容がかなり違っていた｣、
｢思っていたより高い金額を請求された｣

等の何らかの消費者被害・トラブルを受け
た経験があると答えた人の割合は9.5％と
なっています（図表Ⅰ-１-５-１）。

同様に、2017年度に、この１年間で消費
者被害・トラブルの経験があると認識し、
その被害・トラブルの内容を具体的に回答
した人のうち、「相談又は申出をした」と
回答した人の割合は50.3％でした。一方、
「誰にも相談又は申出をしていない」と回
答した人の割合は44.6％でした（図表Ⅰ-１-
５-２）。

消費者被害・トラブルの経験と被害・トラブル額の推計第 ５節

（ １）消費者被害・トラブルについての経験

商品・サービスについての消費者
被害・トラブルの経験

消費者被害・トラブルを誰かに相
談･申出する人が減少

図表Ⅰ-1-5-1 購入商品や利用サービスでの消費者被害・トラブルの経験

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」により作成。（ ）内は調査実施時期。
2． 「あなたがこの 1年間に購入した商品、利用したサービスについて、以下に当てはまる経験をしたことはありますか。」との問に
対する回答。

2013年度
（2014年 1 月）
N = 6,528人

2014年度
（2014年11月）
N = 6,449人

2015年度
（2015年11月）
N = 6,513人

2016年度
（2016年11月）
N = 6,009人

2017年度
（2017年11月）
N = 6,255人

商品の機能・品質やサービスの質が期待よりかなり劣っていた 6.1% 7.9% 8.2% 5.9% 7.2%

表示・広告と実際の商品・サービスの内容がかなり違っていた 2.5% 4.9% 4.8% 3.2% 3.9%

思っていたよりかなり高い金額を請求された 0.8% 2.4% 2.7% 1.0% 1.2%

問題のある販売手口やセールストークにより契約・購入した 0.4% 1.4% 1.7% 0.8% 1.2%

契約・解約時のトラブルにより被害に遭った 0.4% 1.1% 1.2% 0.9% 0.8%

詐欺によって事業者にお金を払った（又はその約束をした） 0.2% 0.3% 0.6% 0.4% 0.7%

けが、病気をする等、安全性や衛生面に問題があった 0.5% 1.3% 1.8% 0.8% 0.5%

その他の消費者被害の経験 0.7% 1.6% 1.8% 0.9% 1.0%

上記のいずれかの経験があった 8.0% 10.6% 10.9% 7.7% 9.5%

64



相談又は申出をした事例について相談又
は申出をした相手を聞くと、「商品・サー
ビスの勧誘や販売を行う販売店、代理店等」
と回答した割合が43.0％と最も高く、次い

で「商品やサービスの提供元であるメー
カー等の事業者」（33.0％）、「家族、知人、
同僚等の身近な人」（28.7％）の順となっ
ています（図表Ⅰ-１-５-３）。「市区町村等の
行政機関の相談窓口」は7.0％でした。

消費者の多くは販売店に相談や申
出をしている

図表Ⅰ-1-5-2 被害・トラブルのあった商品・サービスについての相談・申出の有無

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」により作成。（ ）内は調査実施時期。
2． 被害やトラブルについての相談又は申出の有無についての問に対する回答。
3．四捨五入のため、合計は必ずしも一致しない。

（％）
2013年度

（2014年 1 月）
N=580件

2014年度
（2014年11月）
N=613件

2015年度
（2015年11月）
N=659件

2016年度
（2016年11月）
N=489件

2017年度
（2017年11月）
N=597件

相談・申出をした 43.1 51.2 51.7 55.2 50.3

誰にも相談・申出をしていない 53.6 43.2 44.9 37.6 44.6

無回答 3.3 5.5 3.3 7.2 5.2

図表Ⅰ-1-5-3 消費者被害・トラブルについて相談・申出をした相手

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」により作成。
2． 被害やトラブルについての「相談又は申出をした」と回答した人に対する相談した相手についての問への回答（複数回答）。2013
年度調査では「相談した」と回答した人に対する相談した相手についての問への回答（複数回答）。

3． ｢事業者団体｣ は2015年度調査で新設された項目。

33.0

28.7

43.0

7.0

0.7

1.3

0.7

3.3

5.3

0.7

41.9

33.3

35.2

7.0

2.6

3.7

1.5

3.3

3.3

0.7

46.3

37.0

32.0

7.0

1.5

3.5

1.5

1.5

3.5

0.6

45.2

36.9

29.3

7.0

2.2

1.3

1.9

2.2

1.9

48.0

47.2

30.4

5.2

2.0

0.4

2.8

2.8

0.8

0 60
（％）

4020

無回答

上記以外の人や機関等

警察

事業者団体

消費者団体

弁護士、司法書士等の専門家

家族、知人、同僚等の身近な人

2014年度調査
（N＝314、M.T.＝128.0％）

2013年度調査
（N＝250、M.T.＝139.6％）

2015年度調査
（N＝341、M.T.＝134.3％）
2016年度調査
（N＝270、M.T.＝131.9％）
2017年度調査
（N＝300、M.T.＝123.0％）

商品やサービスの提供元であるメーカー等の
事業者

商品・サービスの勧誘や販売を行う販売店、
代理店等

市区町村や消費生活センター等の行政機関の
相談窓口
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消費者被害・トラブルの状況を把握する
ための一つの指標として、全国の消費生活
センター等に寄せられた消費生活相談情報
があります。これは、消費者被害・トラブ
ルの端緒やトレンドを把握するためには極
めて有効な情報ですが、あくまで消費者や
その家族等から相談があったものだけに限
られており、相談情報に表れない消費者被
害の実態やその規模はこれだけでは明らか
にすることはできません。

そこで消費者庁では、消費者被害・トラ
ブル全体のおおまかな規模を明らかにする
ため、2013年度に「消費者被害に関連する
数値指標の整備に関する検討会」を開催
し、消費者被害・トラブル額の推計を試み
ました。

推計は、消費者被害・トラブルの推計件
数に消費者被害・トラブル１件当たりの平
均金額を乗じる手法により実施しました。
具体的には、まず全国の満15歳以上から無
作為抽出して意識調査49を行い消費者被
害・トラブルの「発生確率」を求めた上で
消費者被害・トラブルの総数を推計し、こ
れに消費生活相談情報から計算される平均
金額を乗じ、所要の補正を行って推計値を
算出するという手法をとっています。
「消費者被害・トラブル１件当たりの平

均金額」は、消費生活相談情報の「契約購
入金額」、「既支払額」といった項目から算
出しています。実際には、消費者は小さな

消費者被害・トラブルではわざわざ消費生
活センター等に相談をすることはせず、よ
り深刻な場合ほど相談率は高くなるものと
考えられることから、消費生活相談情報か
ら得られる平均金額は実態より相当高い水
準にあるものと推測されます。そこでこう
した消費生活相談情報の特性を考慮し、ト
ラブル金額が少額のものと高額のものとを
分けて推計することで推計値の補正を行っ
ています。

また、近年、高齢者の消費者被害・トラ
ブルが大幅に増加していますが、高齢者の
特性として、本人が被害に気付かず相談し
ないということがあり、特に認知症等の高
齢者に顕著に見られる傾向があります。こ
のため、本人が自ら回答することが前提の
意識調査では、本人が認識していない消費
者被害・トラブルを十分に把握できない可
能性があります。そこで高齢者の潜在被害
が一定数存在するものと仮定し、その分を
推計値に上乗せする形で補正を行ってい�
ます。

推計結果としては「契約購入金額」、「既
支払額（信用供与を含む。）」、「既支払額」
の三つの推計値を示しています。このうち、
「既支払額」（実際に消費者が事業者に支
払った金額）に「信用供与」（クレジットカー
ド等で決済しており、まだ支払は発生して
いないもののいずれ引き落とされる金額）
を加えた「既支払額（信用供与を含む。）」
を、消費者が負担した金額の実態に近いも
のとして取り扱っています。

なお、「消費者意識基本調査」では被害
相当額、派生的な被害額、問題対応費用等
についても尋ねていますが、サンプルが少
ないことと回答の正確性の問題から、推計

（ ２）消費者被害・トラブル額の推計

消費者被害・トラブル額の推計の
考え方

49�）消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）において、層化２段無作為抽出法により抽出した全国の満15歳以
上１万人（全国400地点）を対象に訪問留置・訪問回収法により調査を実施。調査時期は2017年11月３日から同年
11月30日まで、回収率は62.6％。
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に用いるには精度が不十分なものと判断
し、推計には含めていません。したがって、
本推計は、厳密には「消費者被害・トラブ
ルに関する商品・サービスへの支出総額」
と称すべきものですが、便宜上「消費者被
害・トラブル額」と表現しています。

　以上の手法により推計したところ、2017
年１年間に支出が発生した消費者被害・ト
ラブルは約1061万件となり、消費者被害・

トラブル額は、「既支払額（信用供与を含
む。）」ベースで約5.3兆円50となりました（図
表Ⅰ-１-５-４）。
　推計した2017年の消費者被害・トラブル
件数は2016年と比較して増加しましたが、
「既支払額（信用供与を含む。）」の平均被
害額は減少しており、約5.2兆円（「既支払
額（信用供与を含む。）」ベース）であった
2016年よりも総額が約0.1兆円増加する結
果となりました。
　今後、継続的に推計を実施していくこと
により、消費者行政の成果を測定する上で
効果的な指標となると考えられます。

２0１7年の消費者被害・トラブル額

50�）既支払額（信用供与を含む。）ベースでの消費者被害・トラブル額の推定額は約5.3兆円であるが、この数字には
誤差が含まれており、同基準の消費者被害・トラブル額は95％の確率で4.9～5.7兆円の幅の中にあると推定される。
【ID30002】Ⅰ-1-5-4_○0411_消費者被害・トラブル額の推計結果.xlsx

図表Ⅰ-1-5-4 消費者被害・トラブル額の推計結果

※「既支払額（信用供与を含む。）」とは、既に支払った金額にクレジットカード等による将来の支払を加えたもの。
（備考）　 1． 消費者意識基本調査において「あなたがこの 1年間に購入した商品、利用したサービスについてお尋ねします。この 1年間に、以

下に当てはまる経験をしたことはありますか。」との問に対して、以下の経験についての回答を集計した結果に基づき件数を推計
している。①けが、病気をする等、安全性や衛生面に問題があった、②商品の機能・品質やサービスの質が期待よりかなり劣って
いた、③思っていたよりかなり高い金額を請求された、④表示・広告と実際の商品・サービスの内容がかなり違っていた、⑤問題
のある販売手口やセールストークにより契約・購入した、⑥契約・解約時のトラブルにより被害に遭った、⑦詐欺によって事業者
にお金を払った（又はその約束をした）、⑧その他、消費者被害の経験。

　　　　 2． 平均金額は、各年の消費生活相談情報（翌年 1月31日までの登録分）に基づき算出。
　　　　 3． 消費者被害・トラブルに関する商品・サービスへの支出総額。
　　　　 4． 「消費者意識基本調査」を行い消費者被害・トラブルの「発生確率」を求めた上で、消費生活相談情報から計算される消費者被害

1件当たりの平均金額を乗じ、高齢者の潜在被害が一定数存在するものと仮定しその分を上乗せするなどの補正を行った推計額。
　　　　 5． 本推計に使用している意識調査はあくまで消費者の意識に基づくものであり、消費者被害・トラブルの捉え方が回答者により異な

ること、意識調査の性格上誤差を含むものであることに注意が必要。

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

契約購入金額 約6.5兆円 約7.8兆円 約7.4兆円 約5.9兆円 約6.4兆円

既支払額（信用供与を含む。）※ 約6.0兆円 約6.7兆円 約6.7兆円 約5.2兆円 約5.3兆円

既支払額 約5.4兆円 約5.5兆円 約6.0兆円 約4.7兆円 約5.0兆円
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社会経済活動の中で、消費活動は大きな
ウェイトを占めています。家計が支出する
消費額の総額は、2017年に約295.4兆円で、
経済全体（名目国内総生産（GDP）＝約
546.5兆円）の50％以上を占めています（図
表Ⅰ-1-6-1）。

諸外国をみると、先進国は概して消費者
が支出する総額が経済全体の５割を超えて
います。また、米国のように消費支出が経
済の７割近いウェイトを占めている国もあ
ります（図表Ⅰ-1-6-2）。

消費者の消費活動は、日本の経済社会全
体に大きな影響を及ぼしています。経済社
会の持続的な発展のためには、消費者が安
心して消費活動を行える市場を構築するこ
とが重要です。

消費者を取り巻く環境変化の動向第 ６節

（ １）家計消費、物価の動向

社会経済活動の中で大きなウェイ
トを占める消費活動

図表Ⅰ-1-6-1 名目国内総生産に占める家計消費等の割合（2017年）

（備考） 1． 内閣府「国民経済計算」により作成。2017年10-12月期 2次速報値（2018年 3 月 8 日公表）参照。
2． 「その他」は、対家計民間非営利団体最終消費支出、政府最終消費支出、在庫変動及び純輸出の合計。
3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

名目国内総生産（GDP）546.5兆円

民間設備投資
86.2兆円
15.8%

公共投資
27.7兆円
5.1％

民間住宅投資
17.4兆円
3.2％

その他
119.9兆円
21.9％

家計消費
295.4兆円
54.0％

図表Ⅰ-1-6-2 GDPにおける消費支出割
合の国際比較（2016年）

（備考） 1． 経済協力開発機構「OECD Stat.」及び内閣府「国
民経済計算」により作成。

2． 国内総生産のうち家計最終消費支出が占める割合
を算出（2016年）。

3． 日本の消費支出割合は、2016年度国民経済計算
（2011年基準・2008SNA）の家計最終消費支出を
国内総生産（支出側）で除して算出。

4． 公的医療給付、政府の教育支出や保育支出など、
各国の制度に違いある点に留意が必要。

5．米国及び中国は2015年実績。
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家計の支出構造について、総務省「家計
調査」により、2017年における「二人以上
の世帯（農林漁家世帯を除く。）」１世帯当
たりの財・サービスへの支出の構成比をみ
ると、教養娯楽や外食、住居等の「サービ
スへの支出」が占める割合は42.6％、食料
や光熱・水道等の「財（商品）への支出」
は57.4％です（図表Ⅰ-1-6-3）。家計の支出
構造の長期的な変化を見ると、モノへの支
出から、サービスへの支出へシフトしてい
ます51。

個人消費は、雇用・所得環境の改善に支
えられて、緩やかに持ち直しています。個
人消費の動向を、内閣府「消費総合指数」
からみると、2017年の個人消費は、緩やか
に持ち直していることが分かります（図表
Ⅰ-1-6-4）。この背景には、景気回復が長
期にわたり、企業収益も好調である中で、
雇用者数が増加し、企業の賃上げにより賃
金も緩やかに増加するなど、雇用・所得環
境が改善していることがあります。内閣府
「総雇用者所得」により、一国全体の雇用
者の所得を表す実質総雇用者所得の動きを
みると、2017年は、緩やかに増加していま
す。

消費者が購入する財・サービスの価格は、
総務省「消費者物価指数」によると、2017
年の後半以降、緩やかに上昇しています（図
表Ⅰ-1-6-5-（1））。

消費者が購入する財・サービス全体の価
格の動きを示す「総合」指数は、2016年10
月以降は前年比プラスで推移しています
が、2017年11月以降は生鮮野菜の価格高騰
により上昇幅が拡大しました（図表Ⅰ-1-
6-5-（2））。

また、「総合」から、天候等による価格
変動が大きい生鮮食品を除いた価格の動き
を示す「生鮮食品を除く総合」指数（いわ
ゆる「コア」指数）は、2017年は前年比プ
ラスで推移しました。これは、原油価格の
上昇などを背景に、エネルギー価格が上昇

家計の支出の ４割超がサービスへ
の支出

20１7年の個人消費は、緩やかに持
ち直している

20１7年の消費者物価は、生鮮野菜
の価格高騰等により上昇

51）消費者庁「平成26年版 消費者白書」第１部第３章第１節 図表3-1-3参照。

図表Ⅰ-1-6-3 財・サービス支出の内訳
（2017年）

（備考） 1． 総務省「家計調査（二人以上の世帯（農林漁家世帯
除く。））」により作成。2017年の 1 世帯当たり支出
の構成比。

2． 「その他（サービス）」とは、家具・家事用品、被服
及び履物、諸雑費の合計。

3． 「その他（財）」とは、住居、通信、教育、諸雑費の
合計。

4． 財・サービス支出計には、「こづかい」、「贈与金」、「他
の交際費」及び「仕送り金」は含まれていない。

5． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

その他（財）
4.1％

教養娯楽
4.3％

サービス
への支出
42.6％

財（商品）
への支出
57.4％

教養娯楽
（旅行、月謝等）

7.2％

住居
5.5％

通信
5.0％
教育
4.3％

自動車関係
3.2％

保健医療
2.8％交通

2.2％
その他（サービス）

7.0％

保健医療
2.3％

家具・家事用品
3.9％ 

被服及び履物
4.2％

自動車関係
5.0％ 

光熱・水道
8.4％ 

食料
25.3％ 

外食
5.5％
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図表Ⅰ-1-6-5-⑴ 消費者物価指数の動向

（備考） 1． 総務省「消費者物価指数」（季節調整値）により作成。
2． 「生鮮食品及びエネルギーを除く総合」は、「総合」
から生鮮食品及び電気代、都市ガス代、プロパンガ
ス、灯油、ガソリンを除いたもの。

（2015年＝100）

（月）
（年）

総合 生鮮食品を除く総合
生鮮食品及びエネルギーを除く総合

96

97

98

99

100

101

102

2014 2015 2016
7 101 247 101 47 101 47 101 4

2017 2018

（ 1 ）消費者物価指数の動向

図表Ⅰ-1-6-5-⑵ 消費者物価指数の動向

（備考） 1． 総務省「消費者物価指数」により作成。
2． 「生鮮食品及びエネルギーを除く総合」は、「総合」か
ら生鮮食品及び電気代、都市ガス代、プロパンガス、
灯油、ガソリンを除いたもの。

－1.0
－0.5
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
3.5
4.0
（％）

（月）
（年）

総合 生鮮食品を除く総合
生鮮食品及びエネルギーを除く総合

2014 2015 2016
7 101 247 101 47 101 47 101 4

2017 2018

（ 2 ）消費者物価指数（前年同月比）の動向

図表Ⅰ-1-6-4 消費総合指数と実質総雇用者所得の動向

（備考） 1． 内閣府「消費総合指数」及び「総雇用者所得」により作成（2018年 3 月末時点）。
2． 消費総合指数、実質総雇用者所得ともに季節調整値。

95

115
（2011年＝100）

110

105

100

消費総合指数 実質総雇用者所得

2014 2015
1 4 107 1 4 107

2016
1 4 107

2017 2018
1 14 107 （月）

（年）
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したことが要因と考えられます。一方、「総
合」から生鮮食品及びエネルギーを除いた
価格の動きを示す指数は、2017年３月まで
前年比プラス幅が縮小傾向にありました
が、2017年７月以降はやや拡大傾向で推移
しました。これは、人件費や物流費の増加
等による価格の値上げが目立ったことが要
因と考えられます。

一方で、総合指数の前年比の動きについ
て項目別の寄与度（各要因が全体の動きに
どれだけ影響しているかの度合い）をみる
と、エネルギーの寄与度は、2017年２月に
プラスに転じ、プラス幅が拡大しました（図
表Ⅰ-1-6-5-（3））。産油国間における生産
調整の期間が延長されたことで、原油調達
価格が上昇したことなどが原因と考えられ
ます。

食料品の寄与度については、2017年10月
にマイナスに転じましたが、12月以降は再
びプラスに転じています。

生鮮野菜の価格は、2016年に続き2017年
も後半にかけて上昇しました（図表Ⅰ-1-
6-6）。これは８月の悪天候や10月の台風と
長雨の影響から、多くの産地で生育の遅れ
が生じたためです。

一般的にガソリンの店頭価格は、原油コ
ストを踏まえつつ需給状況や地域における
競争環境等も反映した形で市場の中で決定
されていくため、ガソリン店頭価格の推移
は、原油価格の動向に影響を受けています。

2016年４月以降、ガソリンの店頭価格は
上昇傾向で推移しています（図表Ⅰ-1-6-
7）。これは、2016年10月の石油輸出国機構
（OPEC）の生産調整などの影響ですが、
2017年11月に生産調整期間を延長すること
が決定されたことから、ガソリンの店頭価
格は引き続き上昇傾向で推移しています。

消費者の支出への意識について、「物価
モニター調査」（【解説】参照。）からみて
いきます。物価モニターに、１年後の物価
について聞いたところ、「上昇すると思う」
と回答した人の割合は、2015年８月以降は
減少傾向となり、2016年９月には54.5％ま
で減少しましたが、その後増加に転じ、直
近の2018年３月には77.8％まで拡大してい
ます（図表Ⅰ-1-6-8）。
「上昇（下落）すると思う」と答えた人

に１年後どれくらい上昇（下落）するか聞

生鮮野菜の価格は20１7年も後半に
かけて上昇

ガソリンの店頭価格は20１7年も上
昇傾向

物価モニターの １年後の物価上昇
期待は拡大傾向

図表Ⅰ-1-6-5-⑶ 消費者物価指数の動向

（備考） 1． 総務省「消費者物価指数」により作成。
2． エネルギーは、電気代、都市ガス代、プロパンガス、
灯油及びガソリンを含む。

（％）

総合

－1.5
－1.0
－0.5
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
3.5
4.0

食料
エネルギー その他

（月）
（年）

1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 24 7 10
2014 2015 2016 2017 2018

（ 3 ） 消費者物価指数（総合）の項目別寄与度（前
年同月比）
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図表Ⅰ-1-6-7 ドバイ原油価格（円建て）と店頭ガソリン価格との比較

（備考） 1． ドバイ原油価格（円ベース）は、インターバンク月中平均の為替（ドル・円）とThe World Bank Commodity Markets ドバイ
原油価格（ドル/バレル）から算出。

2． 店頭ガソリン価格は、資源エネルギー庁「石油製品価格調査」の全国店頭レギュラーガソリン価格から月平均を算出。

2,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

（円/バレル） （円/１リットル）

100.0

150.0

140.0

130.0

120.0

110.0

160.0

170.0

741 10741 10741 10 3（月）
（年）

1 4 7 10 1
2012 2013 2016 2017 20182014

741 10 741 10
2015

ドバイ原油価格（左目盛り）
店頭ガソリン価格（右目盛り）

消費税増税

図表Ⅰ-1-6-6 消費者物価指数（生鮮野菜）の動向

（備考）  総務省「消費者物価指数」により作成。
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2018

72



図表Ⅰ-1-6-8 1 年後の生活関連物資全般の物価動向について

（備考） 1． 消費者庁「物価モニター調査」により作成。
2． 「あなたが普段購入している生活関連物資全般の価格は、現時点と比べて 1年後には、上昇すると思いますか、下落すると
思いますか。」との問に対する回答。
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2015年８月調査（N＝1,669人）
2015年９月調査（N＝1,700人）
2015年10月調査（N＝1,666人）
2015年11月調査（N＝1,829人）
2015年12月調査（N＝1,850人）
2016年１月調査（N＝1,829人）
2016年２月調査（N＝1,834人）
2016年３月調査（N＝1,816人）
2016年４月調査（N＝1,863人）
2016年５月調査（N＝1,846人）
2016年６月調査（N＝1,890人）
2016年７月調査（N＝1,879人）
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2016年10月調査（N＝1,803人）
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2017年１月調査（N＝1,853人）
2017年２月調査（N＝1,845人）
2017年３月調査（N＝1,836人）
2017年４月調査（N＝1,928人）
2017年５月調査（N＝1,912人）
2017年６月調査（N＝1,896人）
2017年７月調査（N＝1,911人）
2017年８月調査（N＝1,868人）
2017年９月調査（N＝1,897人）
2017年10月調査（N＝1,885人）
2017年11月調査（N＝1,890人）
2017年12月調査（N＝1,879人）
2018年１月調査（N＝1,871人）
2018年２月調査（N＝1,867人）
2018年３月調査（N＝1,853人）
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いた結果を加重平均したところ、調査を始
めた2014年12月以降は上昇期待が縮小傾向
となっていましたが、2017年４月以降、拡
大傾向に転じています（図表Ⅰ-1-6-9）。
また、内閣府が行っている消費動向調査で
も同様に物価の上昇期待が拡大傾向となっ
ています。

2017年11月調査にて、物価モニターに、
どのような品目で一番物価の変動を感じる
か聞いたところ、「ガソリン・灯油」、「生
鮮食品」、「食料品（生鮮食品を除く）」と
回答した割合がそれぞれ２割超となりまし
た（図表Ⅰ-1-6-10）。いずれも日常生活の
必需品で、購入回数が多いため、消費者が
価格の変動に気付きやすいと考えられま
す。物価の基調の動きをみるときには、変
動の大きい、生鮮食品やエネルギーを除い
た価格の動きをみるのが一般的ですが、一
方で、食料品やエネルギー関係の価格で物
価の変動を感じる消費者も多く、これらの
個別の価格の変動が消費行動にも影響を及
ぼしている可能性が考えられます。

消費者が一番物価の変動を感じる
のは、ガソリン、生鮮食品、食料品

図表Ⅰ-1-6-9 消費者が予想する 1年後
の期待インフレ率の推移

（備考） 1． 内閣府「消費動向調査（物価の見通し、二人以上
の世帯）」、消費者庁「物価モニター調査」により
作成。

2． 消費動向調査：8,400世帯による調査で「日ごろよ
く購入する品物の価格」について物価の見通しを
調査。

3． 物価モニター調査：物価モニター2,000人による「普
段購入している生活関連物資全般」についての調査。

4． 横軸の（年）（月）は調査実施年月。
5． 内閣府「消費動向調査（物価の見通し、二人以上
の世帯）」については、「－ 5％以上低下」を－ 5％、
「－ 5％未満～－ 2％以上低下」を－ 3 . 5 ％、「－
2％未満低下」を－ 1％、「 2％未満上昇」を＋ 1％、
「 2 ％以上～ 5 ％未満上昇」を＋ 3 . 5 ％、「 5 ％
以上上昇」を＋ 5 ％のインフレ率をそれぞれ予想
しているとして計算。

6． 消費者庁「物価モニター調査」については、「－ 5％
超」、「－ 5％程度」は－ 5％、「－ 4％程度」は－
4 ％、「－ 3 ％程度」は－ 3 ％、「－ 2 ％程度」は
－ 2 ％、「－ 1 ％程度」は－ 1 ％、「＋ 1 ％程度」
は＋ 1％、「＋ 2％程度」は＋ 2％、「＋ 3％程度」
は＋ 3％、「＋ 4％程度」は＋ 4％、「＋ 5％程度」、
「＋ 5 ％超」は＋ 5 ％のインフレ率をそれぞれ予
想しているとして計算。
 なお、2015年 1 月と 3月については、物価モニター
調査は行っていない。

212 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12
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【解説】 物価モニター調査の実施
「物価モニター調査」とは、原油価格や為替レートなどの動向が生活関連物資等の価格に及ぼ
す影響、物価動向についての意識等を正確・迅速に把握し、消費者等へのタイムリーな情報提供
を行うことを目的として消費者庁が行っている調査です。
広く一般から募集した全国2,000名の物価モニターにより調査は行われています。調査内容には、
価格調査と意識調査があり、価格調査は、消費者庁が指定した調査対象25品目（図表Ⅰ-1-6-11）
の価格の見取調査で、毎回の調査において同一店舗で同一商品の店頭表示価格を継続して調査す
るものです。特売品も含め、消費者に身近な品目、日頃よく購入する品目の価格を把握します。ま
た、意識調査は、物価モニターに対し、消費や物価動向についての意識の変化を調査するものです。

2013 年 10 月から調査を行い、2013 年度は３回、2014 年度は６回調査を行い、2015 年４月以
降は調査回数を毎月の 12 回に増やし、調査結果をタイムリーに公表しています 52。

図表Ⅰ-1-6-11 物価モニター調査対象品目（2015年 4 月以降）

品目グループ 品目

食料品
（18品目）

食パン、生中華麺、カップ麺、ソーセージ、豚肉（ロース）
豆腐、牛乳、ヨーグルト、卵、茶飲料、果実飲料
ポテトチップス、アイスクリーム、食用油
からあげ弁当、冷凍コロッケ、おにぎり、ビール

日用･家事用品
（ 4品目） 洗濯用洗剤、ティッシュペーパー、紙おむつ、シャンプー

サービス等
（ 3品目）

洗濯代（クリーニング）、理髪代又はカット代、
中華そば（ラーメン）

52）�消費者庁「物価モニター調査」結果
http://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_research/price_measures/index.html#price_monitor

図表Ⅰ-1-6-10 物価の変動を感じる品目

（備考） 1． 消費者庁「物価モニター調査」により作成。
2． 「どのような品目で、一番物価の変動を感じますか。 1つ選んでください。」との問に関する回答。

0 60
（％）

5040302010

その他

家賃、不動産価格

宿泊費

耐久消費財（自動車、家電製品等）

携帯電話や通信費

外食費

公共料金や水・光熱費

日用品

テーマパーク、施設等の入場料等

食料品（生鮮食品除く）

ガソリン・灯油

生鮮食品

27.5

26.5

25.1

6.0

4.9

3.9

1.6

0.8

1.0

1.1

0.7

0.7

22.8

52.2

12.6

2.5

1.9

4.9

1.1

0.5

0.5

0.6

0.3

0.1

2016年11月調査（N＝1,854人）
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情報通信技術（ICT）は、消費生活の様々
な場面で利用されています。個人のイン
ターネット利用状況53は、総務省「通信利
用動向調査」によると、2016年末には13歳
から49歳までの層で100％に近くなってい
ます（図表Ⅰ-1-6-12）。

また、2010年末と2016年末とを比較する
と、2016年末の６歳から12歳の利用率は
82.6％となり、2010年末の65.5％から17.1
ポイント上昇しています。さらに、60歳代、
70歳代の増加幅はそれぞれ11.3ポイント、
14.4ポイント、80歳以上では3.1ポイントと
なっており、高齢者層のインターネットの
利用も増えていることが分かります。

このように日常生活でのインターネットの
利用が、あらゆる年齢層で浸透しています。

同様に、スマートフォンを含む携帯電話
を保有している割合をみると、2016年末に
は全体で８割以上になっています（図表Ⅰ
-1-6-13）。中でも、パソコンに近い機能を
携帯電話で利用できるスマートフォンは、
56.8％が保有しており、スマートフォン以
外の携帯電話の保有率（26.8％）の約２倍
となっています。

スマートフォンの保有状況を年齢層別に
みると、2016年末で20歳代が94.2％、30歳
代が90.4％、13歳から19歳が81.4％と若い
年齢層で保有率が高くなっています。

また、2014年末から2016年末にかけて、
スマートフォンの保有率は全ての年齢層で
上昇しています。増加幅は、50歳代が23.5
ポイント、60歳代が17.2ポイント、40歳代
が15.3ポイント、６歳から12歳が13.3ポイ
ントと、中高年層と６歳から12歳の層でス
マートフォンの利用が急速に広がっている

（ 2）ICTの利用が進む消費生活

インターネット利用の拡大が進む

全世代でスマートフォンの保有率
が増加

図表Ⅰ-1-6-12 年齢層別インターネット利用状況

（備考） 1． 総務省「通信利用動向調査」（世帯構成員編）により作成。
2． 過去 1年間のインターネット利用経験（無回答を除く割合）。
3． 利用目的等は、個人的な利用、仕事上の利用、学校での利用等あらゆるものを含む。

20.3

78.2
65.5

95.6 97.4 95.1 94.2
86.6

64.4

39.2

0

100
（％）

40

20

60

80

全体 ６～12歳 13～19歳 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

2016年末（N＝40,297）
2010年末（N＝59,346）

83.5
82.6

98.4 99.2 97.5 96.7 93.0

75.7

53.6

23.4

53）利用目的等は、個人的な利用、仕事上の利用、学校での利用等あらゆるものを含む。
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ことが分かります。
幅広い年齢層でスマートフォンの利用が

進んでおり、こうした手軽な端末の普及が、
インターネットの利用拡大に寄与している
と考えられます。

この１年間に、インターネットを使った
行動をどの程度行ったのかについて、消費
者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）
によると、利用した経験があるという割合
（「ほぼ毎日」＋「週に２、３回」＋「週
に１回」＋「月に２、３回」＋「それ以下」。）

は、「ブログやウェブサイトを見る」が
89.7％と最も高く、次いで「友人・知人と
メールやSNSで連絡を取り合う」が89.1％
となっています（図表Ⅰ-1-6-14）。

多くの人がインターネットを情報収集や
コミュニケーションのツールとして利用し
ていることがうかがえます。

インターネットで行っていること

図表Ⅰ-1-6-13 年齢層別携帯電話保有率

（備考） 1． 総務省「通信利用動向調査」（世帯構成員編）により作成。
2． 「その他携帯電話」は、「携帯電話（スマートフォン、PHSを含む）」から「スマートフォン」を引いた数値。
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26.8

11.8
11.3

15.1

8.8
6.3

5.7
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5.0
3.4
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10.8
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20.3

16.1
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29.5

55.4
56.8

55.1

45.7
55.9

57.2

24.5
30.9

34.2

44.7
53.1

56.8

20.5
31.8
33.8

71.7
79.3
81.4

88.9
92.9
94.2

79.0
86.2

90.4

64.6
74.8

79.9

42.5
56.9

66.0

16.2
28.4

33.4

5.3
9.2

13.1

1.2
1.9
3.3

73.7 
81.4 

83.6 

32.3 
43.1 

48.9 
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95.6 
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97.0 
97.3 
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95.1 
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92.9 
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51.0 
65.1 

70.3 

25.7 
32.8 

37.5 

0 100
（％）
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80歳以上

70歳代

60歳代

50歳代

40歳代
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同様に「消費者意識基本調査」（2017年度）
によると、この１年間に、インターネット
で「物を買ったり、サービス（ホテル、チ
ケット等）を予約・購入したりする」こと
（以下「ネットショッピング」という。）
をしたという割合は、77.1％となっていま
す（図表Ⅰ-1-6-14）。

年齢層別にみると、20歳代以上では、若
い層ほどネットショッピングを経験してい
る割合が大きく、行っている頻度も高い傾
向にあります（図表Ⅰ-1-6-15）。また、10
歳代後半では６割を超える人が、70歳以上
も約５割の人が、それぞれネットショッピ
ングの経験があると回答しており、ネット
ショッピングが幅広い年齢層に普及してい
ることがうかがえます。

経済産業省「電子商取引に関する市場調
査」によると、日本の消費者向け電子商取
引の市場規模は年々拡大しています。2016
年のBtoC取引（事業者から消費者に商品・
サービスを提供する取引）の市場規模は推
計で15.1兆円と、2012年の9.5兆円から1.5
倍以上となっており、消費者がインター
ネットを利用する取引は拡大傾向が続いて
います（図表Ⅰ-1-6-16）。

電子商取引市場での取引金額を分野別に
みると、物販系分野の取引金額は2016年に
8.0兆円となり、物販系分野の内訳が公表
され始めた2013年以降、過半を占める傾向
が続いています。

ネットショッピングの利用 インターネットを利用する取引は
年々増加

図表Ⅰ-1-6-14 インターネットでの行動

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。
2． インターネット利用者を対象とした「この 1年間に、以下のインターネットでの行動をどの程度行いましたか。」との問に対す
る回答。

3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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19.1
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1.1

57.5

43.8

25.4

1.8
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1.0

0 100
（％）

80604020

インターネット
バンキングを使う

知り合い以外も含めて
多くの人に情報発信する

物を買ったり、サービスを
予約・購入したりする

オンラインゲーム・
ソーシャルゲームをする

友人・知人とメールやSNSで
連絡を取り合う

ブログやウェブサイトを見る

（N＝4,389） 89.7

89.1

59.1

77.1

49.3

26.8

ほぼ毎日 週に２、３回 週に１回 月に２、３回 それ以下 経験なし 無回答
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図表Ⅰ-1-6-15 ネットショッピング経験の割合（年齢層別）

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。
2． インターネット利用者を対象とした「この 1年間に、以下のインターネットでの行動をどの程度行いましたか。」との問で、「物
を買ったり、サービス（ホテル、チケット等）を予約・購入したりする」との項目に対する回答。

3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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65.2

92.8

89.4

83.2

76.7

62.3

49.5

図表Ⅰ-1-6-16 消費者向け電子商取引の市場規模の推移

（備考） 1． 経済産業省「電子商取引に関する市場調査」により作成。
2． 日本のＢtoＣ電子商取引の市場規模推計。
3． （ ）内の数値は構成比。四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
4． 2012年は分類が異なるため、合計のみ記載。
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家計におけるネットショッピングの支出
について、総務省「家計消費状況調査」を
みると、2017年にネットショッピングを利
用した月平均支出額は１世帯当たり9,307
円となっています。

月平均支出額9,307円の内訳をみると、
「旅行関係費（宿泊料、運賃、パック旅行
費）」が21.6％と最も高く、次いで「食料（食
料品、飲料、出前等）」が13.2％、「書籍・
音楽映像ソフト、パソコン用ソフト、デジ
タルコンテンツ、チケット」が12.7％と続
きます（図表Ⅰ-1-6-17）。

幅広い商品やサービスで、ネットショッ
ピングを利用した支出がなされています。

最近注目されている消費者問題の一つと
して、売手と買手の双方が消費者個人であ
る取引（CtoC取引）に関するトラブルの
急増が挙げられます。中でも、インターネッ
トオークション（フリマアプリ・フリマサ
イトを含む。）などインターネットを利用
した取引に関する相談が増加しています
（本章第４節参照。）。

経済産業省の調査報告54によると、まず、
CtoCのインターネットオークションは、
2000年代初頭から利用が拡大し、2016年の
市場規模は3458億円と推計されています。
これは、BtoCを含めたインターネットオー
クション市場全体の30％以上を占めます。

このうち、フリマアプリ・フリマサイト
での取引について、同報告によると、フリ
マアプリ（ここでは、インターネット上の
仮想のフリーマーケット内で、個人同士が
衣料品や雑貨等を自由に売買可能なスマー
トフォン専用のアプリケーションソフト
ウェア（アプリ）、もしくは仮想のフリー
マーケット取引市場の総称を指します55。）
の市場規模は、2016年１年間で3052億円と
推計されています。さらに、フリマアプリ
は、初めて登場したとされる2012年から数
年で、大きな市場に発展し、今後も拡大傾
向にあると予測されています。

個人間売買に関する消費生活相談が増加
している背景には、こうしたインターネッ
トを通じて行われる個人間取引の急速な拡
大があると考えられます。

幅広い商品やサービスの購入に
ネットショッピングを利用

インターネットを通じて行われる
個人間取引の市場規模

54）経済産業省「電子商取引に関する市場調査」（2016年度）（2017年４月）
55）前掲注54参照。

図表Ⅰ-1-6-17
1 世帯当たりのネット
ショッピングを利用した
項目別支出割合

（備考） 1． 総務省「家計消費状況調査（総世帯）」（2017年）
により作成。

2． インターネットを利用した 1世帯当たり 1か月間
の支出に占める各項目の割合。

3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

旅行関係費
（宿泊料、運賃、
パック旅行費）

21.6％

食料
（食料品、

飲料、
出前等）
13.2％

その他
13.9％

保健・医療
・化粧品

8.2％

衣類・履物
10.5％ 

書籍・音楽映像ソフト、
パソコン用ソフト、

デジタルコンテンツ、
チケット
12.7％

家電・家具
9.3％

贈答品
4.3％

保険
3.8％

自動車等
関係用品

2.6％

ネットショッピング
を利用した１か月の

支出額：9,307円
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総務省「社会生活基本調査」（2016年）
によると、１日のうち、スマートフォンや
パソコン等の情報通信機器を使っている時
間56は、週全体の平均（月曜から日曜まで
の曜日別結果の平均）で、「１-３時間未満」
の人が23.3％、「１時間未満」の人が19.5％
となっています（図表Ⅰ-1-6-18）。

また、年齢層別にみると、10歳代後半と
20歳代では「３時間以上」（「３-６時間未満」
＋「６-12時間未満」＋「12時間以上」。）と
いう人が４割を超えており、他の年齢層に
比べて使用時間が長い傾向がみられます。

さらに、インターネットを12時間以上使用
すると回答した人の割合が、10歳代後半で
は4.5％、20歳代では5.1％となっており、特
に若い世代では、日常生活の多くの時間を
インターネットに接して過ごしている様子
がうかがえます。

幅広い年齢層の消費者が日常生活にイン
ターネットを利用していることに伴い、ト
ラブルも生じています。

消費者庁「消費者意識基本調査」（2017
年度）によると、インターネットを利用し

インターネットを使っている時間

インターネットでの架空請求等の
トラブル経験と対応の状況

56）学業、仕事以外の目的で使用した場合。

図表Ⅰ-1-6-18 スマートフォンやパソコン等の使用時間構成比（年齢層別）
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（備考） 1． 総務省「社会生活基本調査（調査票A 生活時間に関する結果）」（2016年）により作成。
2． スマートフォン・パソコンなどの学業、仕事以外の目的での使用の有無及び使用時間別人数の割合（月曜から日曜までの曜
日別結果の平均）。

3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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ている時に、利用したつもりのない有料動
画サイト等の請求や不審なメールを受け取
るなどのいずれかのトラブル経験がある人
は、62.6％でした（図表Ⅰ-1-6-19）。経験
したトラブルは、多い順に、「利用したつも
りのない有料動画サイト等の請求に関する
メール等を受け取った」（41.9％）、「インター
ネット閲覧中に、突然『端末からウイルス
を検出しました』、『今すぐアップデートが
必要』等の警告画面が表示された」（37.3％）、
「インターネット閲覧中に、利用したつも
りのない有料動画サイト等の請求画面が表
示された」（25.1％）となっています。

さらに、このような架空請求や不審な
メールに対して、どのような対応をしたか
と聞いたところ、いずれのトラブルについ
ても、「無視した」という回答の割合が７
割以上を占めました（図表Ⅰ-1-6-20）。一

方で、更なるトラブルに発展しかねない対
応と考えられる「指示に従ったり、発信元
に問い合わせたりした」という回答の割合
は、いずれの経験でも１～２％程度でした。

「芸能人・有名人をかたった怪しいメール」
のように、不審だと明らかに思える度合い
の強いものについては９割の人が無視して
いますが、「警告画面の表示」のように真
偽に迷うものや危機感をあおるようなもの
については、「無視した」割合は75.8％と
相対的に低く、「指示に従ったり、発信元
に問い合わせたりした」割合が2.4％と相
対的に高くなっています。
「インターネットで対応策を調べた」とい

う割合が、「警告画面の表示」（20.7％）、「請
求画面の表示」（15.0％）、「有料動画サイト
等の請求」（14.1％）では１割以上を占めて
います。多くの消費者はインターネットで

図表Ⅰ-1-6-19 インターネット利用での経験

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。
2． インターネット利用者を対象とした「以下の経験をしたことがありますか。当てはまるものを全てお選びください。」との問に対
する回答（複数回答）。

41.9

37.3

25.1

23.1

13.3

36.7

62.6

0 7060402010 30 50

いずれかのトラブル経験あり
(N＝2,748）

上記のいずれも経験したことがない
（N＝1,609）

なりすましや乗っ取られたアカウントから連絡が
来た（プリペイドカード等を購入するように

指示される等）（N＝584）

芸能人・有名人をかたった怪しいメール等を
受け取った（N＝1,012）

インターネット閲覧中に、利用したつもりのない
有料動画サイト等の請求画面が表示された

（N＝1,102）

インターネット閲覧中に、突然「端末からウイルス
を検出しました」、「今すぐアップデートが必要」

等の警告画面が表示された（N＝1,635）

利用したつもりのない有料動画サイト等の請求に
関するメール等を受け取った（N＝1,841）

（％）

（Ｎ＝4,389、M.T.＝177.3％）
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調べることにより、適切な対応策に関する
情報を得ることができたと考えられます
が、有料動画の請求についてのトラブルを
解決しようとインターネットで相談先を検
索し、二次被害に遭ってしまったという事
例も生じていることに注意が必要です57。

多くの人は、インターネットを利用して
いる時に、架空請求や不審なメール等の経
験をしているものの、「無視する」といった
適切な対応をしています。一方で、真偽に
迷ったり、危機感をあおるようなメールや
画面が表示されたりすることによって、ト
ラブルにつながりそうな行動を思わずとっ
てしまうことがあり得ることが分かります。

最近、特に若者を中心に、SNSの利用が

広がっています。総務省「通信利用動向調
査」（2016年）によると、インターネット
利用者のうちSNSを利用している人の割合
は、2016年末で51.0％となっています（図
表Ⅰ-1-6-21）。

年齢層別にみると、20歳代が76.6％と最
も多く、次いで30歳代が70.5％、13歳から
19歳が67.3％、40歳代が59.0％と、SNSを
利用している人の割合は、それぞれ半数を
超えています。また、60歳代が22.6％、小
学生を含む６歳から12歳でも16.7％となっ
ており、幅広い年齢層で、SNSが利用され
ていることが分かります。

SNSの利用の拡大に伴い、SNSが何らか
のきっかけとなり消費者トラブルに遭うと

SNSの利用状況

SNSを利用しているときのトラ
ブル等の経験

57�）例えば、「アダルト情報サイト」に関するトラブルを解決しようと、インターネットで相談先や解決方法を検索
して、「無料相談」、「返金可能」をうたう窓口に相談したところ、実際には探偵業者等に調査等を数万円で依頼し
たこととなっており、結局、アダルト情報業者からの返金を受けることもできなかった、といった相談がある（消
費者庁「平成29年版消費者白書」45頁、国民生活センター「「アダルトサイトとのトラブル解決」をうたう探偵業
者にご注意！」（2016年12月15日公表））。

図表Ⅰ-1-6-20 インターネット利用での経験と対応方法

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。
2． インターネットでの経験について、「『経験あり』と回答した項目について、あなたはどのように対応しましたか。それぞれについ
て当てはまるものを全てお選びください。各項目について、経験が複数おありの方は、最も印象に残っている経験について、その
時の対応をお答えください。」との問に対する回答（複数回答）。

（％）

無視した
インターネッ
トで対応策を
調べた

指示に従った
り、発信元に
問い合わせた
りした

誰かに
相談した その他 無回答

芸能人・有名人をかたった怪しいメール
等を受け取った

（N=1,012、
M.T.=104.7%)

利用したつもりのない有料動画サイト等
の請求に関するメール等を受け取った

（N=1,841、
M.T.=112.8%)

インターネット閲覧中に、利用したつも
りのない有料動画サイト等の請求画面が
表示された

（N=1,102、
M.T.=110.9%)

なりすましや乗っ取られたアカウントか
ら連絡が来た（プリペイドカード等を購
入するように指示される等）

（N=584、
M.T.=107.4%)

インターネット閲覧中に、突然「端末から
ウイルスを検出しました」、「今すぐアップ
デートが必要」等の警告画面が表示された

（N=1,635、
M.T.=111.8%)

92.1  4.6 0.9 2.1 5.0 0.4

87.7 14.1 1.2 8.3 1.4 ―

85.4 15.0 0.9 6.6 3.0 0.1

78.4  9.2 2.2 6.5 11.0 0.2

75.8 20.7 2.4 9.2 3.6 ―
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いうケースが後を絶ちません。
消費者庁「消費者意識基本調査」（2017

年度）によると、過去１年間にSNSを利用
した人に、利用中に嫌な思いをしたりトラ
ブルに巻き込まれたりした経験があるか聞
いたところ、「必要ない広告が表示される」
が36.5％、「面識のない人から連絡が来た」
が35.7％、「不快な情報を目にした」が
11.2％などという結果となりました。嫌な
思いをしたりトラブルに巻き込まれたりと
いった何らかの経験をしている割合は

56.4％と、SNSを利用している人の半数を
超えています（図表Ⅰ-1-6-22）。

さらに年齢層別にみると、トラブルの
きっかけとなる可能性のある「必要のない
広告が表示される」、「面識のない人から連
絡がきた」という経験は、全ての年齢層で
30～40％程度となっています（図表Ⅰ-1-
6-23）。

こういった背景から、本章第４節でみた
ように、SNS関連の消費生活相談が増加し
ていると考えられます。

図表Ⅰ-1-6-21 SNSの利用状況

（備考） 1． 総務省「通信利用動向調査（世帯構成員編）」（2016年）により作成。
2． インターネット利用者を対象とした「過去 1年間に利用したインターネットの機能・サービス は何ですか。」との問で、「ソーシャ
ルネットワーキングサービスの利用」と回答した割合（複数回答）。

51.0

16.7

67.3

76.6

70.5

59.0

45.4

22.6

9.9

12.0

0 908070605040302010

80歳以上（N＝506）

70歳代（N＝2,210）

60歳代（N＝5,901）

50歳代（N＝5,595）

40歳代（N＝5,676）

30歳代（N＝4,833）

20歳代（N＝3,581）

13―19歳（N＝2,481）

６―12歳（N＝1,524）

全体（N＝32,307）

（％）
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図表Ⅰ-1-6-22 SNSを利用しているときの経験

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。
2． 「あなたは、この 1年間で、SNSを利用しているときに、嫌な思いをしたりトラブルに巻き込まれたりした経験はありますか。
以下のうち当てはまるものを全てお選びください。」との問に対する回答（複数回答）。

36.5

35.7

11.2

5.7

4.1

1.2

1.4

1.1

42.5

0 5040302010

嫌な思いをしたりトラブルに
巻き込まれたりした経験はない

無回答

その他

SNS上の広告を見てお試し価格だと思っ
て購入したが、定期購入になっていた

出会い系サイトへの登録に
誘導された

興味のないビジネス（マルチ
商法等）の勧誘を受けた

不快な情報を目にした

面識のない人から連絡が来た

必要ない広告が表示される

（％）

（N＝3,149、M.T.＝138.2％）

図表Ⅰ-1-6-23 SNSを利用しているときの経験（年齢層別）

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。
2． 「あなたは、この 1年間で、SNSを利用しているときに、嫌な思いをしたりトラブルに巻き込まれたりした経験はありますか。
以下のうち当てはまるものを全てお選びください。」との問に対する回答（複数回答）。

（％）

必要ない広
告が表示さ
れる

面識のない
人から連絡
が来た

不快な情報
を目にした

興味のな
いビジネス
（マルチ商
法等）の勧
誘を受けた

出会い系サ
イトへの登
録に誘導さ
れた

お試し価格
と思ったら
定期購入
だった

その他 無回答

嫌な思いを
したりトラ
ブルに巻き
込まれたり
した経験は
ない

10歳代後半 （N=264、
M.T.=134.8)

20歳代 （N=483、
M.T.=148.0)

30歳代 （N=609、
M.T.=146.6)

40歳代 （N=815、
M.T.=136.6)

50歳代 （N=575、
M.T.=134.4)

60歳代 （N=302、
M.T.=124.8)

70歳以上 （N=101、
M.T.=124.8)

36.0 30.3 11.7 7.6 3.4 1.1 0.8 2.7 43.9

41.4 36.6 15.5 10.6 7.0 0.6 1.9 2.1 34.4

38.8 39.4 13.0  7.7 5.9 1.8 1.5 0.5 38.6

36.9 36.2 10.6  3.7 2.9 1.2 1.5 0.9 43.6

33.7 36.2  9.6  4.5 3.3 1.4 1.2 1.0 44.5

29.5 32.1  6.6  1.7 2.0 0.7 0.3 0.7 52.0

32.7 27.7  6.9  2.0 ― ― 3.0 1.0 52.5
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65歳以上の高齢者のインターネット利用状況をみると、普段の意識や行動が「社交
的だ」に「当てはまる」と思う人は、「当てはまらない」と思う人に比べて、パソコン
やスマートフォン等でインターネットを使っている割合が 大きくなっています（図表１）。
同様に、インターネットで「友人・知人とメールやSNSで連絡を取り合う」こと
について、利用頻度をみると、「社交的だ」に「当てはまる」と思う人は、「当てはま
らない」と思う人に比べて、行っている頻度が高くなっています（図表２）。
自分は社交的だと感じている活動的な高齢者は、普段の生活や人との付き合いにイ
ンターネットを積極的に活用している様子がうかがえます。その反面、高齢者の消費
生活相談の上位はインターネットに関連した相談で占められています（第１部第１章
第３節（1）参照。）。インターネットが生活に欠かせないものとなるにつれて、今後も
トラブルが増加すると予想されるため、高齢者に向けた、トラブルの未然防止のため
の啓発や注意喚起が一層必要になると考えられます。

高齢者のインターネット利用と「人付き合い」
C O L U M N 3

【図表２】 65歳以上のメールやSNSの利用頻度：「社交的だ」の意識別

0 100
（％）

80604020

当てはまらない
（N＝139)

どちらとも
いえない

（N＝279)

当てはまる
（N＝255) 1.6

3.2

1.4

24.7

28.0

37.4

15.3

17.9

19.4

9.8

10.4

14.4

6.7

9.3

9.4

20.4

16.5

7.9

21.6

14.7

10.1

42.0

31.2

18.0

ほぼ毎日 週に２、３回 週に１回 月に２、３回 それ以下 経験なし 無回答
（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。

2． 【図表 1】「あなたの普段の意識や行動について、以下の項目がどの程度当てはまると思いますか」との問で「社交的だ」の
項目に回答した65歳以上の人に対して、「あなたは、普段インターネットを利用するとき（仕事上での利用は除く。）、主に
どの端末を使いますか。当てはまるものを 1つお選びください。」 との問に対する回答。
 【図表 2】「あなたの普段の意識や行動について、以下の項目がどの程度当てはまると思いますか」との問で「社交的だ」の
項目に回答した65歳以上のインターネット利用者に対して、「あなたは、この 1年間に、以下のインターネットでの行動を
どの程度行いましたか。」との問で、「友人・知人とメールやSNSで連絡を取り合う」の項目に対する回答。

3． 「当てはまる」は「かなり当てはまる」＋「ある程度当てはまる」、「当てはまらない」は「ほとんど・全く当てはまらない」＋「あ
まり当てはまらない」を示す。

4． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

【図表１】 65歳以上のインターネット利用状況：「社交的だ」の意識別

0 100
（％）

80604020

当てはまらない
（N＝593）

どちらとも
いえない
（N＝805）

当てはまる
（N＝646） 20.9

19.0

13.0

1.4

2.7

1.7

12.1

10.2

5.4

1.1

0.5

0.8

3.9

2.2
2.4

0.2

0.0

0.2

57.7

60.5

74.0

4.8

2.5

パソコン
テレビ その他 ネットは利用しない 無回答

タブレット スマートフォン フューチャーフォン

2.8
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消費者は、自ら進んでその消費生活に関
して、必要な知識を修得し、必要な情報を
収集する等、自主的かつ合理的な行動に努
めていく必要があります。

消費者庁「消費者意識基本調査」（2017
年度）では、消費者として心掛けている行
動について聞いています。その中で、「表
示や説明を十分認識し、その内容を理解し
た上で商品やサービスを選択する」ことに
対し、「心掛けている」（「かなり心掛けて
いる」＋「ある程度心掛けている」。）とい
う割合は75.7％となっており、商品やサー
ビスの表示説明について意識し、積極的な
行動を心掛ける消費者が多いといえます

（図表Ⅰ-1-6-24）。
また、年齢層別にみても、「心掛けている」

という割合が最も低い10歳代後半でも
67.9％と、全ての年齢層で消費生活に対し
積極的な様子がうかがえます。

同様に「消費者意識基本調査」で、商品
やサービスを選ぶときに意識する項目につ
いて聞いたところ、「意識する」（「常に意
識する」＋「よく意識する」。）という割合
は、「価格」（91.1％）、「機能」（88.8％）、「安
全性」（82.1％）といった商品やサービス
の内容に関する項目が、いずれも８割以上
となりました（図表Ⅰ-1-6-25）。

消費者は、商品・サービスを選択する際、
価格や機能、安全性を重要視していること
が分かります。

（ ３）商品やサービスを選ぶ際の消費者としての行動や意識

積極的な行動を心掛ける消費者が
多い

「価格」、「機能」、「安全性」を意
識して商品・サービスを選択 

 
 

 
 

 

 

図表Ⅰ-1-6-24 表示や説明を十分認識し、その内容を理解した上で商品やサービスを選択

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。
2． 「あなたは、消費者として、以下の行動をどの程度心掛けていますか。」との問に対する回答。
3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

0.5

0.3

0.1

0.3

0.6

0.4

1.1

1.7

4.2
1.9

1.5

1.2

0.9

1.1

3.0

6.3

10.5

7.7

6.1

5.4

5.6

6.0

6.4

15.7

17.1

16.5

18.2

14.7

15.9

16.1

14.4

57.5

50.9

57.5

57.8

62.1

60.4

56.8

53.2

18.3

17.1

16.5

16.4

16.4

16.7

19.6

22.0

0.0

0 100
（％）

80604020

70歳以上

60歳代

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

10歳代後半

全体
75.7

67.9

73.9

74.1

78.5

77.0

76.4

75.1

かなり心掛けている ある程度心掛けている どちらともいえない あまり心掛けていない
ほとんど・全く心掛けていない 無回答

第
１
部

第
１
章

第
６
節

消
費
者
を
取
り
巻
く
環
境
変
化
の
動
向

87



同様に、商品やサービスを選ぶときに意
識することについて、「意識する」という
割合を性別にみると、「特典（ポイントカー
ド、景品等）」、「広告」、「購入（利用）時
の説明や応対等の接客態度」で、比較的差
が大きくなっています。特に、「特典」で
は女性が43.5％と、男性（29.7％）に比べ
て13.8ポイント高くなっており、女性の方
が、商品やサービスそのもの以外の価値を
求める傾向があると考えられます（図表Ⅰ
-1-6-26）。

さらに、商品・サービスを選ぶときに意
識することについて、年齢層別にみると、
「評判」は、10歳代後半から50歳代までの

「意識する」という割合が60～70％程度で、
60歳以上よりも高い割合になっています
（図表Ⅰ-1-6-27）。一方、「購入（利用）
時の説明や対応等の接客態度」や「苦情や
要望に対する対応」などの項目では、10歳
代後半や20歳代に比べて、30歳代以上で「意
識する」という割合が高くなっています。

商品やサービスを選ぶときに意識する内
容は、年齢によって異なる傾向にあること
が分かります。

商品・サービスの選択で意識する
ことは男女で違いがある

３0歳代以上は「接客態度」、「苦情対
応」を意識するという人が多い傾向

図表Ⅰ-1-6-25 商品やサービスを選ぶときに意識すること

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。
2． 「あなたは商品やサービスを選ぶとき、以下の項目を意識することがどの程度ありますか。」との問に対する回答。
3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

91.1

59.3

38.1

30.7

82.1

88.8

42.2

54.9

37.0

18.0

36.2

0.4

0.8

0.7

0.8

0.7

1.1

0.7

0.7

0.7

0.8

0.8

1.3

1.6

2.0

7.2

8.6

16.2

17.3

22.0

21.0

17.9

40.9

7.2

8.8

15.1

32.6

35.8

40.5

43.9

40.2

42.0

50.6

40.3

31.1

46.8

40.4

43.4

39.8

30.4

30.6

26.5

27.2

24.1

13.9

60.0

42.0

41.7

16.0

15.1

11.8

7.5

10.5

9.0

6.7

4.1

常に意識する よく意識する たまに意識する
ほとんど・全く意識しない 無回答

0 20 40 60 80 100
（％）

経営方針や理念、
社会貢献活動

広告

商品やサービスが
環境に及ぼす影響

特典（ポイント
カード、景品等）

ブランドイメージ

苦情や要望に対す
る対応

購入（利用）時の説明
や応対等の接客態度

評判

安全性

機能

価格
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広告は、消費者が、商品やサービスを選
ぶ際に参考とする情報の一つです。広告で
は、商品・サービスの内容や取引条件につ
いて、その優良性や有利性を強調して消費
者に働きかける、いわゆる強調表示58が使
われることがあります。その一方で、強調
表示の内容が、対象の商品・サービスの全
てに無条件・無制約に当てはまるものでは
なく、例外などがある場合に、その旨の表
示（いわゆる打消し表示59）が記載されて
いることがあります。

消費者庁では、こうした打消し表示につ
いて調査を行いました60（第２部第１章第
３節（2）参照。）。打消し表示に当たる注意
書きや注釈について、普段どのように思っ
ているか聞いたところ、「企業が不都合な
ことを隠すため、小さい文字を使っている
と感じることがある」という回答が51.6％
と最も多く、次いで「例外事項や条件など
の重要なことが書かれている」が39.6％な
どとなっています（図表Ⅰ-1-6-28）。

一方、普段から打消し表示をあまり意識
していないことがうかがえる、「特に何も
思わない」（23.1％）、「たいして重要な内
容が含まれているとは思わない」（5.5％）、

広告などの注意書きや注釈に対す
る意識

図表Ⅰ-1-6-26 商品やサービスを選ぶときに意識すること（性別）

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。
2． 「あなたは商品やサービスを選ぶとき、以下の項目を意識することがどの程度ありますか。」との問に対し、「意識する」（「常
に意識する」＋「よく意識する」）と回答した割合。

92.9

88.6

85.2

61.1

58.9

43.1

35.7

43.5

39.1

35.5

17.0

89.2

89.0

78.6

57.4

50.3

41.2

40.9

29.7

32.9

25.4

19.1

0 10080604020

経営方針や理念、
社会貢献活動

広告

商品やサービスが環境に
及ぼす影響

特典（ポイントカード、
景品等）

ブランドイメージ

苦情や要望に対する対応

購入（利用）時の説明や
対応等の接客態度

評判

安全性

機能

価格

（％）

男性（N＝2,930）
女性（N＝3,325）

58�）事業者が、自己の販売する商品・サービスを一般消費者に訴求する方法として、断定的表現や目立つ表現などを
使って、品質等の内容や価格等の取引条件を強調した表示（公正取引委員会事務総局「見にくい表示に関する実態
調査報告書―打消し表示の在り方を中心に―」（2008年６月））

59�）強調表示からは一般消費者が通常は予期できない事項であって、一般消費者が商品・サービスを選択するに当たっ
て重要な考慮要素となるものに関する表示（前掲注58）

60）消費者庁「打消し表示に関する実態調査（「打消し表示」に関するWebアンケート調査）」（2017年７月）
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図表Ⅰ-1-6-27 商品やサービスを選ぶときに意識すること（年齢層別）

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。
2． 「あなたは商品やサービスを選ぶとき、以下の項目を意識することがどの程度ありますか。」との問に対し、「意識する」（「常に意
識する」＋「よく意識する」）と回答した割合。

（％）

価格 機能 安全性 評判

購入（利用）
時の説明や
対応等の接客
態度

苦情や要望に
対する対応

10歳代後半（N=287）

20歳代（N=522)

30歳代（N=727）

40歳代（N=1,125）

50歳代（N=1,015)

60歳代（N=1,227)

70歳以上（N=1,352)

92.0 85.7 73.2 68.6 34.5 25.4

92.5 88.9 70.3 70.7 43.7 30.5

94.1 92.2 77.7 68.4 56.0 38.0

93.4 91.8 81.0 66.7 54.6 39.4

94.8 92.8 83.1 63.7 58.4 46.6

89.8 89.7 87.0 52.1 60.5 49.1

85.4 81.2 86.8 45.3 55.3 45.4

ブランド
イメージ

特典（ポイン
トカード、景
品等）

商品やサービ
スが環境に
及ぼす影響

広告
経営方針や理
念、社会貢献
活動

10歳代後半（N=287）

20歳代（N=522)

30歳代（N=727）

40歳代（N=1,125）

50歳代（N=1,015)

60歳代（N=1,227)

70歳以上（N=1,352)

39.0 37.3 28.6 28.2 12.9

42.1 36.2 25.3 21.5 11.3

41.8 40.0 25.0 24.8 11.4

39.6 40.6 29.2 27.1 12.6

41.6 41.5 36.1 33.2 16.8

35.0 37.2 46.7 35.5 22.7

33.4 29.3 44.5 34.9 26.3

「注意事項などはわざわざ読まなくても大
体わかると思う」（4.9％）という選択肢の
少なくとも一つを選んだ回答者は32.0％で
した。打消し表示を意識しているという人
は、あまり意識していない人よりも多いこ
とが分かります。

打消し表示は、消費者が商品やサービス
を選択する上で重要な情報であるため、消
費者が正しく理解できるよう適切な表示で
あることが望まれます。また、消費者も表
示内容をより一層、理解することが必要と
考えられます。
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消費者庁 ｢消費者意識基本調査｣（2017
年度）によると、消費者被害・トラブルに
関する消費者の意識等について、消費者と
して「トラブルに備えて、対処方法をあら
かじめ準備・確認しておく」ことを心掛け
ているか聞いたところ、「心掛けている」
（「かなり心掛けている」＋「ある程度心
掛けている」。）という割合は34.5％となっ
ています（図表Ⅰ-1-6-29）。

年齢層別にみると、10歳代後半は、他の
年齢層に比べて「心掛けている」という割
合（24.0％）が低く、年齢が高くなるほど「心

掛けている」割合が増える傾向にあります。
10歳代後半は、消費生活に関する知識や

社会経験が乏しいとはいえ、ネットショッ
ピングの利用経験者が６割を超えているな
ど（図表Ⅰ-1-6-15参照。）、徐々に消費生
活が活発になる時期です。そのため、10歳
代後半に対しては消費者トラブルを避けら
れるよう、また、消費者トラブルに遭った
としても適切な対処ができるよう、より一
層、消費者教育・啓発に力を入れる必要が
あると考えられます。

また、同調査で、消費者として「商品や
サービスについて問題があれば、事業者に
申立てを行う」ことを心掛けているか聞い

（ ４）消費者被害・トラブルについての意識

トラブルへの対処方法の準備・確
認を心掛けている消費者は約 ３割

問題があった時に事業者への申立
てを心掛けている消費者は約 ４割

図表Ⅰ-1-6-28 打消し表示に対する普段の意識

（備考） 1． 消費者庁「打消し表示に関する実態調査報告書」（2017年）により作成。
2． インターネットによる調査で、「いろいろな広告やインターネット上の表示を見ていただきましたが、その中にあったような注意
書きや注釈について、あなたは普段どのように思われていますか。あてはまるものをいくつでもお知らせください」との問に対
する回答（複数回答）。

51.6

39.6

36.6

30.9

19.1

15.8

14.0

5.5

4.9

23.1

0.3

0 605040302010

その他

特に何も思わない

（N＝1,000）

（％）

企業が不都合なことを隠すため、小さい文字を
使っていると感じることがある

企業が不都合なことを隠すため、曖昧な表現を
使っていると感じることがある

企業が不都合なことを隠すため、難しい表現
（専門用語など）を使っていると感じることがある
注意書きや注釈を読んだことで、想定外の商品や

サービスを購入せずに済んだことがある

注意書きや注釈を読まなかったことにより、想定外
の商品やサービスを購入してしまったことがある

注意事項などはわざわざ読まなくても
大体わかると思う

そもそも注意書きや注釈が必要な商品や
サービスは売るべきではない

例外事項や条件などの重要なことが書かれている

たいして重要な内容が含まれているとは思わない 打消し表示をあまり意
識していない回答者
（三つの選択肢のうち
少なくとも一つを選択
した回答者）

32.0％
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たところ、「心掛けている」という割合は
全体で44.2％となっています（図表Ⅰ-1-6-
30）。

年齢層別にみると、年齢が低くなるにつ
れ「心掛けている」割合も低くなる傾向が
みられます。特に10歳代後半では30.3％と、
「心掛けている」割合が最も高い60歳代
（48.0％）より約20ポイント低く、問題解

決に対して積極的な行動を取るのが難しい
様子がうかがえます。

10歳代後半には、前述のように消費者ト
ラブルに遭ったときに適切な対処ができる
ようにすることと同様に、消費者として自
ら考え行動を起こせるよう、消費者教育・
啓発や、家族・学校等の周囲による支援が
必要と考えられます。

図表Ⅰ-1-6-29 トラブルに備えて、対処方法をあらかじめ準備・確認しておく

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。
2． 「あなたは、消費者として、以下の行動をどの程度心掛けていますか」との問に対する回答。
3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

0.6

0.7

0.3

0.3

0.7

0.4

1.3

7.9

11.8

9.0

7.7

6.5

5.8

7.1

10.3

23.2

27.2

27.2

24.8

22.2

21.3

22.9

22.5

33.8

36.2

33.9

34.9

36.5

36.2

33.4

28.9

28.9

18.5

24.7

27.4

29.9

30.4

30.2

30.4

5.6

5.6

5.2

5.0

4.6

5.6

5.9

6.6

0.0

34.5

37.0

36.2

36.1

34.5

32.3

29.9

24.0

かなり心掛けている ある程度心掛けている どちらともいえない
あまり心掛けていない ほとんど・全く心掛けていない 無回答

全体

60歳代

40歳代

50歳代

20歳代

30歳代

10歳代後半

0 20 40 60 80 100
（％）

70歳以上
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図表Ⅰ-1-6-30 商品やサービスについて問題があれば事業者に申立てる

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。
2． 「あなたは、消費者として、以下の行動をどの程度心掛けていますか」との問に対する回答。
3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

0.5

0.3

0.2

0.4

0.3

0.6

0.3

1.2

9.4

17.8

12.1

8.9

7.8

6.3

8.2

11.6

17.8

25.1

22.0

18.8

19.6

15.7

16.6

15.5

28.0

26.5

27.8

29.4

29.2

31.7

26.8

24.7

34.2

23.0

29.5

34.4

34.9

36.6

36.8

33.6

10.0

7.3

8.4

8.0

8.2

9.2

11.2

13.5

0 100
（％）

80604020

70歳以上

60歳代

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

10歳代後半

全体
44.2

30.3

37.9

42.4

43.1

45.7

48.0

47.0

かなり心掛けている ある程度心掛けている どちらともいえない あまり心掛けていない
ほとんど・全く心掛けていない 無回答
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